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令和６年６月森町議会定例会会議録

１ 招 集 日 時 令和６年６月２４日（月） 午前９時３０分

２ 招 集 場 所 森町議会議事堂

３ 開会・開議 令和６年６月２４日（月） 午前９時３０分

４ 応 招 議 員

１番議員 増 田 恭 子 ２番議員 清 水 健 一

３番議員 佐 藤 明 孝 ４番議員 平 川 勇

５番議員 川 岸 和 花 子 ６番議員 岡 戸 章 夫

７番議員 加 藤 久 幸 ８番議員 中 根 信 一 郎

11番議員 西 田 彰 12番議員 亀 澤 進

５ 不応招議員 なし

６ 出 席 議 員 応招議員に同じ

７ 欠 席 議 員 なし

８ 地方自治法第121条の規定に基づき議場に出席した者の職氏名

町 長 太 田 康 雄 副 町 長 村 松 弘

教 育 長 野 口 和 英 総 務 課 長 平 田 章 浩

防 災 監 小 澤 幸 廣 政策企画課長 森 下 友 幸

財 政 課 長 鈴 木 俊 久 税 務 課 長 長 野 了
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住民生活課長 鈴 木 知 寿 福 祉 課 長 小 澤 貴 代 美

健康こども課長 朝 比 奈 礼 子 産 業 課 長 栗 田 俊 助

建 設 課 長 岡 本 教 夫 定住推進課長 鈴 木 孝 佳

上下水道課長 小 坂 一 郎 会 計 課 長 古 川 敏 勝

学校教育課長 塩 澤 由 記 弥 社会教育課長 三 澤 由 紀 子

病院事務局長 朝 比 奈 直 之

９ 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名

議会事務局長 岩 井 秀 司 議 会 書 記 森 下 幹 子

10 会議に付した事件

一般質問

＜議事の経過＞

議 長 （ ）出席議員が定足数に達しておりますので、

これから本日の会議を開きます。

それでは、日程に入ります。

日程第１、一般質問を行います。

通告の順番に発言を許します。

６番、岡戸章夫君。

質問は、混合方式です。

登壇願います。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）６番、岡戸章夫でございます。

通告のとおり、森町の小中学校の今後についてと町長室のリフ

ォームについての２問を混合方式にて伺います。

最初の質問は、森町の小中学校の今後についてですが、令和５

年度の出生数は約60人と聞いております。

この現状は、今後の学校のあり方に大きな影響が出ると考えま
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す。

そこでまず、町長に以下を伺います。

一つは、学区ごとの出生数はどのようになっているか、また、

このような状況に対し、町長はどのように考えているか。

次に、教育長に以下を伺います。

一つは、直近の児童や生徒数の推移及び出生数等を鑑み、小中

学校の再編についてどのように考えているか。

また、再編を考えるならば、今後のロードマップはどのように

なるか。

次の質問は、町長室のリフォームについてです。

本年度より、企画財政課を政策企画課と財政課に分ける機構改

革がなされ、それに伴い２階の一部のレイアウト変更がなされま

した。

これについては、令和５年度一般会計補正予算（第６号）の機

構改革関連経費として、私も必要性を認めましたが、日頃より予

算が厳しいと話される中で、森町産材を使った町長室の壁のリフ

ォーム自体は必要性がなかったと考えます。

予算審議の中で問いただせばよかったのですが、そこの審議が

甘かったことも私も反省していますが、森町産材をアピールする

するなら、庁舎の他の箇所を利用すべきであり、自らの部屋を優

先したことは、自己満足に他ならないと考えます。

町民からも同様の声を聞いており、反省すべき点はないでしょ

うか。以上、２問よろしくお願いします。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）岡戸議員の御質問にお答えいたします。

初めに、「森町の小中学校の今後について」申し上げます。

一点目の「学区ごとの出生数はどのようになっているか」につ

きましては、森町で出生した子供について、健康こども課では母

子保健事業で実施する健康診査や健康相談の対象児として、月ご

との人数を把握しております。
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出生数につきましては、国の人口動態調査における１月から12

月までの年次の人数とは異なり、４月から３月までの年度の人数

を基に、母子保健事業を進めておりまして、令和５年度の出生数

は、53人でございました。

学区ごとの出生数につきましては、森小学区は20人、飯田小学

区は14人、宮園小学区は19人でございました。

二点目の「町長はこの状況に対し、どのように考えているか」

につきましては、まずは少子化対策として、現在実施しておりま

す子育て支援や移住定住に関する主な事業について申し上げま

す。

子育て支援といたしまして、出産・子育て応援事業の伴走型相

談支援事業、オンライン赤ちゃん健康相談、ＬＩＮＥ子育て相談

などによる従来の相談事業のほか、令和６年度から、更なる育児

不安軽減の取組として、病気や気になる症状等を気軽に相談でき

る医療相談アプリを導入しております。

また、出産・子育て応援事業で、妊娠届出時、出産後にそれぞ

れ５万円を支給していることから、森っ子出産祝い金事業を森っ

子就学応援金事業に発展させ、小学校、中学校、高等学校等に新

入学する子供の保護者に対し、小学生、中学生には３万円、高校

生等には５万円の支給を開始しております。

さらに、認可保育園の新規開園による保育の受け皿の拡大や、

０から２歳までの第２子の保育料無償化を実施しております。

移住定住促進では、住もうよ森町新婚さん応援金交付事業や森

町結婚新生活支援補助事業、森町移住者新生活応援金交付事業を

実施しており、今年度から新たに集落×移住者マッチング事業と

して、特に子育て世帯を対象とした移住体験、空き家マッチング

ツアーを開始しております。

このように子育て家庭への経済的負担の軽減と子育て世帯の移

住定住促進を図りながら、子供の成長に寄り添った子育てしやす

いまちを目指しているところであります。
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年々、出生数は減少しておりますが、その後に各年度ごとの子

どもの人数がどのように増減しているかを見てみますと、令和６

年３月末時点で、令和元年度は出生数70人に対し89人に、令和２

年度の出生数80人に対し91人に、令和３年度の出生数78人に対し

89人に、令和４年度の出生数73人に対し84人と、いずれの年度も

増加しております。

これは、他市町で出生するものの、ある年齢になると、森町に

転入する人や、子育て世帯の転入による効果であると考えており

ます。

引き続き、子育て支援策や移住定住施策を進めていくことが、

少子化の対策として重要であると認識したところであり、マニフ

ェストに掲げた施策を推し進めてまいりたいと考えております。

教 育 長 （ 野 口 和 英 君 ）教育長です。

続きまして岡戸議員の「森町の小中学校の今後について」の教

育長への御質問の一点目、「直近の児童、生徒数の推移、及び出

生数等を鑑み、小中学校の再編についてどのように考えているか」

につきまして私から申し上げます。

令和２年度の中学校、令和３年度の小学校の再編につきまして

は、平成30年度に町の方針「町の学校再編計画」を決定し、中学

校については「近い将来中学校を１校に再編することを視野に入

れ、まずは、喫緊の課題である泉陽中学校を森中学校に統合する。

令和２年４月の実施を目指す。」

小学校につきましては「三倉小学校及び天方小学校を森小学校

に統合する。令和３年４月の実施を目指す。ただし、今後の状況

を見極めつつ、更なる再編を行う必要もあるが、その際には小学

校及び中学校を併せた小中一貫校などの選択肢についても検討す

る。」 幼稚園につきましては「制度や保護者のニーズを見極め、

幼稚園のあり方や再編について引き続き研究する。」との方針に

基づき学校の再編を図ってまいりました。
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先の町長答弁による学区ごとの出生数を基に今後の児童・生徒

数の推移を鑑みますと、平成30年度の「学校再編計画」を、更に

具体的な取組とするための検討を行う必要性が高まりつつあると

考えます。

二点目の「再編を考えるならば今後のロードマップはどのよう

になるか」との御質問についてお答えいたします。

平成30年度の「町の学校再編計画」の決定に際しましては、各

地区における意見交換会での意見収集や、各地域と学校との関わ

りの状況の確認、有識者を委員長とする「あり方検討会」での審

議を通して、地域において学校が果たしている役割が、長い歴史

と共に広く深く存在することを感じました。

そのような中におきましても、学校の主体である児童・生徒が

他者との関わり合いを通して「人間として成長すること」に視点

をあて、児童・生徒がお互いに切磋琢磨できる学習環境が確保で

きるよう、学校の適正規模を意識して方針を決定したところです。

教育委員会におきましては、今後の森町の学校再編に向けて、

幼稚園、小中学校等の施設訪問を行い、各学校での学習の状況や

環境を確認したり、教育委員会定例会後に協議会を設け、全国や

周辺市町での学校統合における動きに係る情報やその背景にある

各自治体の教育方針を確認したりして、学校再編の情報収集に努

めているところであります。

今後の学校再編の検討の際は「町の学校再編計画」の方針に基

づき、国や周辺市町の学校再編の動向や先の本町の学校再編の取

組や考え方を踏まえながら「学校規模の適正化」の観点に留まら

ず、従来の分離型の小中学校の他、施設一体型の小中一貫校や施

設分離型の小中一貫校、全国的に増えつつある義務教育学校等の

学校教育のいろいろな体系の検討を含め、様々な視点から幅広い

選択肢の中で、改めて学校再編の検討を進めてまいりたいと考え

ております。

今年度、幼稚園のあり方の検討を進めてまいりますが、この検
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討に引き続き、教育委員会におきまして、森町の学校の子供たち

を健やかに育んでいくために必要かつ最適な学習環境づくりに向

けて検討・研究を継続してまいります。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）次に、「町長室のリフォームについて」

申し上げます。

令和６年４月の機構改革につきましては、令和５年９月定例議

会において、「森町組織条例の一部を改正する条例」及び、総額

29,000千円の機構改革関連経費を盛り込んだ「森町一般会計補正

予算(第６号)」を提案し、お認めいただきました。

この議決により、政策企画課と財政課の設置とともに、両課の

執務室及び書庫等の整備、町長室、副町長室、そして応接室の改

修を進めてまいりました。

今回の機構改革の目的を改めて申し上げますと、多様化する行

政ニーズに対応し、町民が「住み続けたい」と思える「森町づく

り」を進めるため、シティープロモーション・ＤＸを推進する部

署を新設し、体制の強化を図ったものでございます。

また関連して行いました整備につきましては、課の新設による

執務室増加等に対応するため、レイアウト変更等を行うとともに

町長室・応接室の改修を実施いたしました。

その意図といたしましては、機構改革の目的を達成することで

あり、シティープロモーション活動を強化し、町民が町に誇りや

愛着を持つシビックプライドを醸成していくことで、町民自らが

住み続けたいと思っていただくことや森町に潜在する魅力を外部

にも理解していただくことで、人口減少対策の一助とすることで

あります。

さらに、情報の発信として、発信力のある訪問者との面会や、

マスコミとの懇談を町長室及び応接室で行う際、森町産材やＦＳ

Ｃ認証材を利用した空間において、森町産材及び森町の特産品や

遠州の小京都等のトップセールスを図ることを主眼に置いている
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ところであります。

その上で、議員御指摘の「予算が厳しいと話される中で森町産

材を使った町長室のリフォームは必要性がなかったと考える。」

につきましては、今回の森町産材を使った改修は必要であったと

考えております。

まず、財源の面で申し上げますと、林野庁が公表している「森

林環境譲与税の取組事例集」にも公共施設等への木材利用事例が

取り上げられておりますとおり、今回の改修における森町産材利

用につきましては、その財源に森林環境譲与税を充てさせていた

だいております。

また、森町産材を利用した改修につきましては、森林面積が約

71パーセントを占める当町では、森林は森林資源としてだけでは

なく水資源や環境面、観光資源としても重要な町の資産であると

考えております。

この資産を保全するためにも、適正な管理とともに生産される

木材が有効的に活用されるような取組が重要であり、そのトップ

セールスのためにも今回の改修は必要であったと考えておりま

す。

また、今回の改修が行き過ぎと思われる理由として、贅沢な改
ぜいたく

修であると判断されているのではないかと考えられますが、出来

栄えが素晴らしいと評価していただいていることは、まさに今回

の改修の目的に沿ったものであると感じるところであります。

森町産材を使った改修は、ベニヤ板や合板材に比べれば多少費

用はかさむと見込みましたが、今回の改修では経済的に改修する

ことができました。

また、財源として森林環境譲与税を充当していることに加え、

出来栄えの良さが輝き、セールスポイントとすることができると

考えております。

また、「森町産材等をアピールするなら庁舎の他の箇所を利用

すべきであり自らの部屋を優先したのは自己満足に他ならないと
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考える。町民からも同様の声があるが、反省すべき点はないか。」

でございますが、常に施設等の改修整備の機会には、森町産材の

利用を検討するなど、取り組んでいるところでございまして、今

回の町長室、及び応接室につきましても、検討の結果として森町

産材を利用したものでございます。

こうした点からも、今回の改修目的は明確であり、改修後の来

訪者等の反応につきましては、期待どおりであり、反省すべき点

はないと考えております。

今後における森町産材の利用につきましても、ただいま申し上

げましたとおり、施設整備等の機会にはその都度利用について検

討し積極的に利用を進めるとともに、その財源として森林環境譲

与税を活用してまいりたいと考えております。

その上でなお、反省点を問われるのであれば、町民から自らの

部屋を優先したのは自己満足だと思われてしまっていることであ

ります。

そのような声を受けているのであれば、今回の改修の目的を改

めて御理解いただくとともに、シビックプライドの醸成を図るこ

とに加え、町長の私自身が積極的なトップセールスを実施し、森

町の魅力をさらに発信し続けることで、充分な成果が出るように

努めてまいりたいと考えております。以上申し上げまして、答弁

といたします。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）それでは再質問をさせていただきます。

まず、最初の学区ごとの出生数ですが、飯田小学区・宮園小学

区・森小学校区、それぞれ20人、それから20人を下回ってきてい

るということで、大変懸念されます。

おそらく劇的な変化がない限り、今後も森町の出生数は、この

くらいの推移かなと思われます。

令和５年９月議会の全員協議会のときに配布されました第２期

総合戦略の進行状況の資料を見ますと、基本目標の１の「「ひと」
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を育む」における基本指標には、出生数基準値が令和元年の70人

から令和７年には100人を目標とすると書かれております。

しかしながら、既にこの目標は達成できないのではと思われま

す。

ですので、先ほど町長からも話がありましたように、もちろん

この目標に向けて様々な施策をとってこられたとは思いますけれ

ども、そうは言っても、森町の現状がこうであることはとても残

念であると同時に、一層の危機感を持って、更なる何らかの手を

打っていかないと、森町の存亡に関わってくるのではないでしょ

うか。

そこで町長の考えを伺ったのですが、以前我々も予算審議等で

伺ってる内容の説明でありました。

町長のこの３期目の肝いりの政策はリノベーションということ

であり、これを否定はしませんけれども、この現実を見るとやは

り真っ先に取り組まなければいけないのは、この出生数をアップ

することではないでしょうか。

ですので、この出生数に対する取組を、先ほども説明ありまし

たけれども、更なる新たな取り組みを再考する考えはいかがでし

ょうか、町長に伺います。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）岡戸議員の再質問にお答えをいたします。

出生数をアップするための新たな取組は考えているかというこ

とでございますが、岡戸議員も触れられました今年２月の町長選

挙におきまして、私が掲げさせていただきましたマニフェスト、

公約の中で子育て・教育を充実という項目で保育園保育料を０歳

から２歳以上対象に第２子以降を無料とし無償化拡充、また森っ

子の健やかな成長を願い、就学応援金を支給というような２項目

を挙げさせていただいておりますが、これについては、先ほどの

一度目の答弁で申し上げましたように既に今年度から実施をし、

取組を進めているところでございます。
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先ほど出生数とその後の児童数、子供の数の増減についてもお

答えをさせていただきましたが、このような成果が出ていると考

えております。

そして今年度新たに取り組んでいる事業については、６月時点

でなかなかその進捗を評価するということは難しいと考えており

ますので、まずは現在、取組を開始した事業についてさらに推進

をしていき、その結果について検証しながら次にどのような取組

を行っていくか、検討を進めてまいりたいと考えております。

決して現在行っていることが、最善で全てであるとは考えてお

りませんので、この事業の成果を確認・検証しつつ、次にどのよ

うな施策を打つべきかについて検討を進めてまいりたいと考えて

おります。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）よく言われるように政治は、やはり結果

です。

厳しいことを言いますけれども、あれをやりました、これやり

ましたは、実績ではないと思います。

やった結果どのように数値が上がったかというのがやはり実績

かと思います。

出生数を増やすというのは簡単でないことは、もちろん百も承

知です。

考え方の多様性や様々な要因があると思いますけれども、ただ

一つ例を挙げると、三倉の山間部に中村町内会というところがあ

ります。

世帯数がわずか18世帯、人口60人の小さな町内会ですけれども、

中学生以下の子供が現在13人いて、平均年齢が約47歳、高齢化率

約28パーセントというこういう町内会もあるわけで、我々議員と

しても当然努力はしますけれども、出生数低下に対する施策のこ

ういったところも参考にしていただき、早急に見直しをお願いし

たいと思います。
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そこで、今現状を確認したということで本題に入りますけれど

も、この出生数は今後の森町の小中学校のあり方に大きな影響が

出ることは間違いなく、教育長よりこれまでの経過と今後の考え

方を概略をお伝えいただきました。

まず、誤解のないように、私は今回再編が必要なのではと言っ

ているわけではないですし、あおっているわけでもありません。

その方向性を確認したいということでこの質問をしているわけ

で、仮に町長がいや再編はしないと、そのために何が何でも出生

数を増やしていきます、子育て世代の移住者を増やして、現状を

維持していくから、このままで安心してくださいとおっしゃるな

らば、この議論はこれ以上する必要はなくなると思います。

ですので、先ほど申し上げたように方向性を確認しているので、

その点、学校の今後について町長としてのお考えはいかがでしょ

うか。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）再度私への御質問でございますが、まず

岡戸議員から中村町内会の様子について御説明をいただきまし

た。

森町の中でも中村町内会の取組は特筆すべきものだと考えてお

ります。

昨年、森町を語る会で移住者の皆さんと移住者を受け入れてい

らっしゃる町内会の代表者に登壇していただき、会を行いました。

その中でも中村町内会の人は移住者の受入について、積極的に

取り組んでいるというお話がありました。

また、御自身も30年ぐらい前に移住された人であるということ、

そのような中村町内会の取組はそうした元々の住民の人の受け入

れる体制と移住される人が積極的に地域に溶け込もうとされてい

るその姿が、非常に良い形を表しているものだと考えております

ですので、町といたしましても、先ほどの最初の答弁でも申し上

げましたように、今年度移住者と集落のマッチング事業というも
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のを実施いたしまして、そういった町内での成功事例を他の地域

にもお知らせをしていくということと、そこの事例から学ぶこと

ができることを町の施策にも取り入れていくということで、取組

をさせていただきたいと考えております。

また、森町を語る会の席上で、中村町内会の代表者がおっしゃ

っていたのは、行政の取組も支援として有効であるので、引き続

き移住定住促進について政策を進めていただきたいという御発言

もありましたので、そこでは地元町内会の御尽力・御努力だけで

なく町の施策も効果を発揮していると言えるかと思いますので、

そういった事例を捉えながら、今後も移住定住促進については、

進めてまいりたいと思っております。

それから学校再編の問題ですけれども、現状維持ができるなら

ば必要がないのではないか、そういった議論も必要がないのでは

ないかという御意見でございますけれども、教育現場は教育委員

会、教育長が主となって教育行政を実施をしているわけですけど

も、総合教育会議という場において組長と教育委員会との協議の

場が設けられております。

そういった場におきましても、前回の再編についてもその場で

協議、意見交換し、審議を深めていったわけでありますけれども、

これからも現状に満足するのではなく、森町の子供たちにとって

どういう教育環境がより良いのかということをまず第１に考えな

がら、学校再編について状況及び必要に応じて検討を進めためて

まいりたいと考えております。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）私も三倉小学校、天方小学校それから泉

陽中学校が再編されたときには、それに議員として関わっていて、

地域や子供たちは大変な思いを乗り越えてきた経緯があります。

そういったこともあって私もその総合教育会議については御承

知のとおり毎回傍聴させていただいて、皆さんの審議内容は聞か

せていただいております。
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また、教育委員会定例会の議事録も全部読ませていただいてお

ります。

そういった統廃合と再編について経験した者からすると、結果

的に三倉・天方地区の子供たちが元気に通学している姿を見る

と、良かったなという思いもあります。

ただ、そこに至るまでの当時の進め方については、多く反省す

べき点があったかなと思っています。

そういった経過を経験してきた者として、仮にさらなる再編を

進めるならば、一層の配慮や慎重さが求められるものだと思って

います。

特にあり方検討という話も少し出てたと思うのですけれども、

経験した者としてこのあり方検討会の中で、いろいろな声を聞い

ていくと、なかなか収拾が難しいというところがあります。

いろいろな考えを持った人がもちろんおりますし、その人が地

域であったり、その所属団体の代表というわけでもないので、そ

の検討会に出られた人も非常に責任を負うというようなところも

あったりして、そういったことも踏まえてきているので、今後、

もしどのような形で進められるかはまた議論が必要かと思います

けれども、そういったときにはやはりいろいろな慎重さ、配慮を

お願いしたいなと思います。

そこで、その進め方の一つとして、例えば校舎はここに作りま

すと、体育館やグラウンド、プールはこんな感じになります、部

活動や通学方法はこうしていきます、教育方針はこうやって進め

ていきます、だからこれからも安心してください、安心して未来

を描けるプランを最初に町から示していただいて、それについて

意見を募るというような形の方が良いのではないかと僕は考える

のですけれども、教育長、その辺はいかがでしょうか。

教 育 長 （ 野 口 和 英 君 ）教育長です。

ただいまの岡戸議員の再質問にお答えしたいと思います。
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学校のあり方検討につきましては、議員おっしゃるとおり、本

当に様々な御意見をいただきまして、大変な産みの苦しみを当事

者の皆さんは、お感じになったと認識しております。

私も現場におりまして統合してきた子供たちを見ていろいろな

不安を感じましたけれども、その後、議員のおっしゃるとおり、

元気に学校生活を送ることができて本当に良かったなと思いま

す。

ただ、そうは言うものの、なかなか大変な問題もあることは事

実ですので、今後学校再編という必要が生じた場合には、やはり

議員のおっしゃるとおり、ある程度こちらのプラン、ビジョン、

ゴールというものをお示しして、その中であり方検討会、あるい

は場合によっては住民の皆さんからパブリックコメントを求める

方法もあるのかなと思っております。

やはり子供たち、あるいは地域住民が学校再編によって、明る

い未来があるというような形を、こちらとしては何としてもお示

しをし、そして慎重にあり方の検討を進めてまいりたいと思って

おります。以上です。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）ぜひお願いしたいなと思います。

それからロードマップについても、具体的なものはまだ難しい

のかなと思って聞いておりました。

例えば、これもちょっと先走った話かもしれませんけれども、

校舎や体育館を建てましょうといったときに木材、それこそ森町

産材を使った素晴らしい建物にしたいというような話が出たとき

に、急に話が進んでもその材料というのは、御承知のとおり用意

できないと思います。

やはり森町産材を使うのであれば、山から切り出して、製材し

て乾燥して、構造材にするのであれば集成材にするとか、ある程

度相当量を確保するための期間がやはり必要ですので、ちょっと

先の話かもしれませんけれども、そういったあらゆる角度から見
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ていただいて、そういったところは考えていただきたいなと思い

ます。

今日は方向性を確認させていただくことが主旨でしたので、今

後については町を挙げての議論が必要かと思いますけれども、何

より大切なのは町民との信頼関係だということを忘れないでいた

だきたいなと思います。

今後も経緯を見守らせていただきたいと思います。

次に移ります。二つ目の質問です。

町長室のリフォームの件ですけれども、私も森町産材を使うな

と言っているわけではないですし、むしろ積極的に使ってアピー

ルしてほしいと思ってますし、日頃、森林組合さんや建築関係の

人とそのような話もしているところです。

ただ、冒頭質問したように、町長室は一番最後でいいのではな

いかなと、そういうのが私の町長室に入って一番感じたことです。

ですので、レイアウト変更やＯＡ機器の整備などは当然必要で

しょうし、プロモーション用パネルも必要だと思うし、そういっ

たところは異を唱えるところはないですけれども、ただ、壁まで

張り替える必要があったのかなというのが率直な感想です。

冒頭にも言いましたように、森町産材をアピールするならまず

自分の部屋、町長室ではなくて、例えば受付のカウンターのとこ

ろ、腰板のところあたりを全部森町産材を使って、町民やすぐ訪

れた人が目につくようなところを優先してほしかったというとこ

ろです。

答弁にありましたようにＰＲに使っていくと、来客に宣伝して

いくという話ありました。それはごもっともだと思いますし、そ

ういった答弁をされるのかなというのはもちろん想像しておりま

した。

ただ、この金額が多い少ないに関わらず、まず町民のために使

って、その次に職員の環境整備、それから最後に自分のことだと

僕は思っています。
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例えば、船の船長さんや飛行機のパイロットさんを見ても、何

かあったときに乗客を真っ先に避難させて、その次に、乗組員や

乗務員で、最後に船長とか機長というのが暗黙の振るまいであろ

うかと思います。

例えがこの有事のときと違うかもしれませんけれども、自分の

ことより町民の見えるところ、確かにいろいろなところでも使っ

ているのは私も見てますから分かりますけれども、そこがちょっ

と残念だったなと思って今回質問しております。

改めて町長、先ほどは全然反省すべきところはないということ

で言い切られましたけれども、私はそんな感想を持ったので、そ

れに対してどうお考えですか。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）町長室のリフォームについて再度の御質

問でございますが、先ほど御答弁申し上げたとおりでございます

が、まずは町民のため、そして職員の環境整備のため、自分のこ

とは最後にすべきという御意見でございますが、まず岡戸議員も

森町産材について積極的にアピールすべきというお考えであるこ

とは、今理解をいたしました。

しかしながら、町長室は一番最後にすべきということでござい

ますけど、この町長室を一番最後にすべきというのは、それは町

長が自分のことだから最後にすべきという御趣旨でよろしいの

か、そう解釈をして答弁をさせていただきますが、まず今回、機

構改革に伴って、リフォームする必要があったということ、それ

はこれまでの町長室について岡戸議員も御存知だと思いますけれ

ども、町長の執務机の後ろに飾り棚があって、そこに森町の焼き

物などを展示をして、ＰＲをするというように用いておりました。

そして、町長の執務室と同時に応接室、あるいは打合せの場と

しての使用するということで、ソファーのような高さのテーブル

と椅子が配置をしてありました。

しかし、実際にそこで打合せをしますと、元々ソファーとして
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の機能ですので打合せをするには不適切な高さであるということ

から、今回ＤＸ・シティプロモーションということを掲げてのリ

フォーム・機構改革でありますので、この期にそのところも打合

せのしやすい町長室にリフォームしようということで、私の執務

机の背面にあった飾り棚を除去いたしました。

壁に作り付けのものでしたので、それに伴ってそこの壁面も剥

がさなければいけない、壁を張り替えなければいけない、そうい

う事態になったときに、そこにどのような壁面にするのかを検討

した際に、森町産材を使ったらどうかということで検討し、決定

をいたしました。

それでは、そこの１面だけでいいのかということを考えたとき

に、やはり他の２面の壁面も森町産材を使ってよりＰＲする方が

良いのではないかということで、森町産材を使ったわけでありま

す。

私は、町長室は自分の部屋というようには考えておりません。

当然私が主に使う部屋ではありますけれども、そこでは毎日職員

との打合せも行いますし、また来訪者があれば応接もありますけ

れども、ある程度の人数になれば、町長室で来訪者と面談するこ

ともありますし、様々な記念写真を撮ったりとかそういうことも

想定をして、バックパネルも常設のものを設置している。

そういう意味では、町長室は町長の部屋ではありますが、それ

だけではなく全ての職員の部屋でもあり、また言ってみれば全て

の町民の部屋でもあります。

ですので、まずリフォームをしなければいけないということに

対する対応として、森町産材の利用を町長室で利用したというこ

とで、これは意図的に町長室を森町産材を使うためにリフォーム

をしたわけではないということは御理解をいただきたいと思いま

すし、今後必要ないものをリフォームする考えはありませんけれ

ども、リフォームが必要となったところがあれば森町産材の活用

・利用について検討してまいりたいとそのように考えているとこ
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ろでございます。

そういったことが、今、岡戸議員の御発言にあるように御理解

をいただけていなかったとすれば、その点は反省すべき点である

と１回目の答弁でも申し上げましたけれども、改めてそのように

申し上げさせていただきます。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）趣旨は分かりました。

ただ、私がなぜもやっとしてるかというと、ちょっと話が飛ぶ

かもしれませんけれども、昨年耳にしたことですけれども、一宮

幼稚園の園児たちが園田幼稚園との交流ということで、園田幼稚

園まで行こうといったわけですけれども、その際予算的なもので

バスもチャーターできない、タクシーの送迎もできないというこ

とを言われて、小さな園児たちが２キロメートル以上の道のりを

子どもの足ですので40分くらいかけて行きましたという話や、つ

い先月の話ですけれども、森小６年生の子たちが体験学習で天方

・三倉方面に来たわけですけれども、今年はその６年生の児童数

が多くてバス１台では乗りきれず、本当はバス２台をチャーター

したかったのだけれども、これも予算がなくて１台でピストン輸

送せざるを得なかった、当然その間２台目子供たちは待っていな

ければならなかったわけですけれども、そんなことも聞いており

ます。

いずれも予算がなくて対応に苦慮したと僕は話を聞いています

けれども、まず間違っていないかの事実関係を健康こども課長、

それから学校教育課長に伺います。

健康こども （ 朝比奈礼子 君 ）健康こども課長です。

課 長 岡戸議員のただいまの御質問にお答えします。

一宮と園田幼稚園の交流につきまして、昨年度交流したという

ことは存じ上げておりますが、その際に予算がないとか車の手配

ができなくて歩いて行ったということについては、事実を確認し
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ないと分からないので、この場ではお答えできません。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの岡戸議員の御質問でございます。

森小学校における課外授業においての交通手段の確保について

でございます。

例年、各学年ごと必要な課外活動におきまして、移動手段とし

てバス借上料を計上してございます。

今年度につきましては人数、やはり学年の人数によりまして、

毎年必要なバスの台数というのも変わってきます。

６年生におきましては大型バス１台にするのか、もしくはやや

小さめ中型もしくはマイクロバスを併用するような形で移動する

のかというような検討もございますので、１年生から６年生まで

全ての移動を鑑みて予算計上し、その中で予算との調整によって

実施するというようなことで実施をさせていただいている次第で

あります。以上です。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）なぜ触れたかというと、常日頃から非常

に財政は厳しいという話は、いろいろなところで聞いております。

そういった中で、今回そういったリフォームの話と比べるとい

うわけでもないですけれども、話を見たり聞いたりするとどうも

ちょっと、もっと子供たちのために予算は使ってあげるべきじゃ

ないかなと思ったので、そういう話をここでしています。

確かにリフォームについては森林環境贈与税を充てているので

その出所は違うという話になるかもしれませんけれども、そうは

いっても町全体の財布ということでいえば、やはりそういうとこ

ろにもきちっと、先ほど子育て支援の話をいろいろ施策としては

出てますけれども、そういった日頃のちょっとしたところのケア

も僕はしてほしいなと思います。

ですので、そういったところと聞いてる話とその町長室のリフ
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ォームの話と、頭の中でそれはどうなんだろうという思いが非常

に高くて今回質問してるわけです。

確かにそういう小さいことをいちいち言うなという声もあるか

もしれませんけれども、またもう一つの見方として、今後町内会

からここを改修してほしいとか、こういう備品が欲しいとか要望

があったときに、予算が厳しくてできませんと一概に言いづらく

なるのではないかなと僕はちょっと思います

理由は置いておいて、町長室の部屋も綺麗にしたのなら、うち

の公民館も直してよと、イベントや行事で来客がたくさん集まる

から、同じように自分のところも直してくれないかという要望が

あったときに、なかなか断りづらいのではないかなと思います。

予算が厳しいのでそれはできませんというようなことも出てく

るのではないかと思います。

各課でいろいろな事業をこれからやっていきたいというときに

当然査定があって、全部要望が通るとは思いませんけれども、そ

うしたときに、ひょっとしたら課長さんだって本音はそっちに回

すならこっちの予算つけてよという思いがあるのではないでしょ

うか。

実際には言えないかもしれませんけれども、そういうときに、

それとこれは別だから一緒にしないでくれという見方もあるかも

しれませんけれども、僕はそういったところもあわせて非常に不

安に思います。

それは考えすぎだと町長は思われるかもしれませんけれども、

そういった全体のバランスを考えたときに、町民にきちんと説明

できる、今言ったことが説明にはもちろん当たるとは思いますけ

れども、そういった影響があるということは、町長として頭に浮

かばなかったでしょうか。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）まず申し上げるまでもないことですが、

町が事業を行うについては、まず予算を確保します。
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先ほど幼稚園の交流と小学校の課外授業の件も例に出されまし

たけれども、担当が事業として計画をしているならば、当然当初

予算で計上します。

そこで、予算査定を行った上で議会に提案し、お認めいただい

た上でその予算は執行するようになります。

ですので、先ほどのお話、幼稚園と小学校の例を出されました

けれども、これについては、どのような事業を計画して、どのよ

うな予算要求をしていたのか、そのことを今この場では確認でき

ないところもございますので、申し上げられないところもありま

すが、町の予算執行については当然予算としてまず議会にお認め

いただいた上で、その予算の範囲内で事業を執行するということ

が大原則でありますので、そのことは今更でありますけれども申

し上げさせていただきます。

そして、町長室のリフォームにつきましても予算計上し、役場

内での査定を経て、議会にも提案をさせていただき、御審議をい

ただいた上で可決をいただいております。

今回のリフォームについて、予算が少ない、厳しいという中で、

必要以上のリフォームではなかったかという御主旨の御質問かと

思いますけれども、議会でお認めいただいた予算の範囲内で、よ

り事業効果のある方法を選択し、実施した結果でありますので、

そこは御理解をいただきたいと思います。

そして、町が行う事業については、多方面・広範囲に渡ってお

ります。

その中で当然予算配分も行っていきますし、そのやるべき事業

の目的が達せられるように、必要な予算については計上させてい

るという考えておりますので、そこで町長室があんなに綺麗にな

ったんだから、公民館も同じようにやってもらいたいというのは、

少し御説明をさせていただければ、御理解をいただけることでは

ないかなと思っております。

公民館の改修、あるいは備品の購入についても補助制度を設け
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ておりますので、その補助制度に沿って申請をしていただければ、

当然審査はありますけれども、審査に合致すれば、それは予算を

配分してございますので、補助をさせていただきます。

また、当初予算でお認めいただいた予算額以上に申請がなされ

るならば、それはそれでまた議会に補正予算をお願いをして、お

認めをいただければ、執行していくことになりますので、そこは

そういう仕組みを全ての町民の皆さんが御理解されているとは思

いませんけれども、少なくとも議員の皆様におかれては、そのこ

とは十分御理解をされていることと思いますので、課長が自分が

やりたい事業について、提案できないということはないと私は考

えておりますので、ただ、査定の上でその必要性・緊急性・重要

性等について他のものよりも劣るとを考えれば、その事業につい

ては見直しをするか、翌年度以降に繰り越すかということで、対

応させていただいているということも御理解をいただきたいと思

います。

６番議員 （ 岡 戸 章 夫 君 ）予算の仕組みについては、私ももちろん

承知はしておりますけれども、ただ町民の感情としてそういうと

ころがあるのではないかなと、町民の全ての人がそう思っている

わけではないのは当たり前ですけれども、そういったところにそ

ういった感情を持たれてしまうのは町長にとっても、得なことで

はないということを感じております。

これまで僕としては苦言のような形で今話しましたけれども、

やはり太田町政３期目がスタートしたばかりですので、何はとも

あれ町長に頑張っていただいて、この森町をより良くしていただ

きたいというのは、僕もそういう思いがありますので、ぜひお願

いしたいと思います。

最後に、さっき言ったフロアのカウンターのところにＦＳＣ材

を使うことを検討していただけませんでしょうか。
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町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）岡戸議員からの御提案でございますので

検討をさせていただきます。

ただ、実施するかどうか検討結果については、今この場でお約

束はできませんので御了解いただきたいと思います。

（ 午前１０時３１分 ～ 午前１０時４５分 休憩 ）

議 長 （ ）休憩前に引き続き、一般質問を行います。

７番、加藤久幸君。

質問は、混合方式です。

登壇願います。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）７番、加藤久幸でございます。

私は先に通告した２問について、教育長に質問をいたします。

一つ目の質問です。

学校現場での不登校要因は、文部科学省の2022年度の調査によ

ると、問題行動・不登校調査では、全国の小中学校で不登校の児

童・生徒は、21年度から５万人以上増の29万9,048人となり、過

去最多を更新した。

2022年度に不登校を経験した小中学生や担任らに要因を尋ねた

ところ、「いじめ被害」「教職員への反発」の項目に該当すると

回答した割合が、学校側は子供側よりも20ポイント以上低く、認

識に大きな差があることが文部科学省の委託調査で分かった。

学校側が子供の状況を十分に把握できていない実態が浮かび、

重大ないじめを見逃している可能性もあると考える。

町での実態と認識、今後の取組について伺う。

二つ目でございます。

小中学校でのスクールロイヤーの活用について、教員の負担軽

減のため、学校が抱える問題に法的助言をする弁護士スクールロ

イヤーの幅広い活用を求める通知を文部科学省は全国の教育委員

会に出した。

いじめや虐待など問題が複雑化する中、学校現場が法的根拠に
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基づいて対応するため、「スクールロイヤー」を配置する教育委

員会は増えている。

今後、町で導入する考えはあるか。

以上２問、お伺いをいたします。

教 育 長 （ 野 口 和 英 君 ）加藤議員の御質問に私、教育長からお答

えいたします。

初めに「学校現場での不登校要因は」との御質問について申し

上げます。

まず、文部科学省では不登校を「病気や経済的理由以外により

年間30日以上欠席すること」と定義しております。

議員御案内のとおり、令和４年度に文部科学省が実施した「児

童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

の結果、全国の児童・生徒の不登校児童・生徒数が約10年間で倍

以上に増えていることが公表されました。

この背景には、コロナ禍による臨時休校やさまざまな制約によ

って「生活リズムが乱れやすく、交友関係を築くことが難しくな

り、登校意欲が湧きにくい状況だった」という分析がされており

ます。

森町における令和５年度末の不登校児童生徒数は、児童18人、

生徒24人で全校児童・生徒数の3.4パーセントとなり、全国と同

様に年々増加傾向にあり、特に近年、その増加が顕著になってお

ります。

不登校の理由は「家庭に係る状況」「無気力」「不安」「学校に

おける人間関係」「いじめを除く友人関係」など様々であり、こ

れらの要因が複数絡まって不登校という形で現れるため、原因を

特定して対応することは難しい状況であります。

各学校におきましては、日々の学校生活において児童・生徒の

状況を観察し、児童・生徒の変化にできるだけ早い段階で気付き、

適切に対応することが求められます。
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気持ちが落ち込んでいたり、不安定であったりするなどの現れ

を確認した場合は、学校での友達との関係や教諭との関係を更に

注意深く観察したり、場合によっては担任教論が電話や家庭訪問

により家庭での児童・生徒の生活の様子を伺ったり、スクールカ

ウンセラーと児童・生徒の情報を共有したりして児童・生徒の抱

える問題の解決に取り組んでおります。

また、児童・生徒が学級での学校活動に抵抗感をもつ場合は、

校内の支援室や保健室などに場所を移して学習指導や精神的な支

援を行ったりして、学習面だけでなくメンタル面での不調や心配

事を軽減するようサポートを行っております。

教育委員会におきましては、平成30年度から教育支援センター

「わかば」を開設し、登校に抵抗感がある児童・生徒に対して、

学習活動だけでなく児童・生徒同士の交流活動や体験活動等を通

して友達や支援員との信頼関係や人間関係を構築できるよう支援

を行っております。

令和５年度は小学生８人、中学生９人が「わかば」に登録し、

学校や家庭との連絡・協力のもと、学校とは違う居場所で社会的

自立に向けた活動を行っております。

また、議員の御質問にもございます「不登校要因について児童

生徒と学校に認識のズレがある」との調査結果につきましては、

この報道を受け、園長校長会にて改めて日常の児童・生徒との関

係づくりを見直すと共に、校内でのアンケート調査等には子ども

たちの本音が必ずしも完全には反映されていないことを認識した

上で、児童・生徒の日頃の観察を丁寧に行うよう周知徹底したと

ころであります。

本年度、児童・生徒各自が利用しているタブレットに「メンタ

ルログシステム」を導入して、日々の健康観察や不安感について

リアルタイムで教諭に相談できるシステムの導入を予定しており

ます。

この新たな取組によって、今まで以上に児童・生徒の心身の変
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化を敏感に捉え、児童・生徒と教諭との意識のずれを少しでも解

消する取組としたいと考えております。

近年増加している不登校の課題につきましては、児童・生徒を

取り巻く学校、教諭、友人、家庭等広く多くの人や組織との関わ

りの変化の中での表れであると感じております。

教育委員会といたしましては、必要に応じて、地域とともにあ

る学校を目指し、学校と地域住民が力を合わせて学校の運営に取

り組むコミュニティスクール・学校運営協議会と連携をとりあ

い、児童・生徒の学校での状況を御家庭や地域と共有を図りなが

ら、大きな課題となっている不登校の課題に取り組んでまいりた

いと考えております。

次に「小中学校でのスクールロイヤーの活用」について申し上

げます。

小中学校におきましては、近年増加している不登校をはじめ、

学校生活の中で大小様々な問題が発生しています。

こうした問題を早期に解決することや、より大きな事態に陥る

ことを防ぐことを目的として、スクールロイヤーを活用した取組

が進められています。

静岡県教育委員会と静岡県弁護士会は、令和元年に協定を締結

し、法律の専門家であるスクールロイヤーを活用して、小中学校

におけるいじめの予防教育の推進支援や生徒指導上の諸問題の解

決支援を行っております。

静岡県教育委員会では、この協定に基づき「静岡県公立小中学

校及び義務教育学校におけるスクールロイヤー活用事業」を実施

して、市町教育委員会の生徒指導担当者連絡会議における講義、

いじめ等に係る法律相談、児童・生徒を対象としたいじめの防止

に関連する授業、教職員を対象とした市町教育委員会が主催する

研修会等への講師派遣などを行っております。

令和５年度の静岡県における「スクールロイヤー活用事業」の

実績につきましては、面談・オンラインによる法律相談が31件あ
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り、その内容といたしましては保護者等への対応、学校事故・校

納金対応、いじめ、その他と幅広い相談内容となっております。

また、研修会への講師派遣等については13回の実施がありまし

た。

本町におきましても、この事業を活用してスクールロイヤーと

のオンラインによる法律相談を実施しております。

この他、教育委員会と弁護士との関わりにつきましては、町が

契約をしている顧問弁護士に相談できる体制を整えるとともに教

育委員会におけるいじめ防止対策として「森町いじめ防止等対策

推進委員会」を設置し、構成する委員の中で法律の専門知識を有

する委員として弁護士に参画していただいております。

この委員会の大きな役割は、いじめの重大事態が発生した際、

教育委員会の付属機関として調査をいただくことであり、委員で

ある弁護士はスクールロイヤーとしての立場ではございません

が、委員会の協議の中で森町の学校でのいじめの状況について情

報共有をしながら参加をしていただいており、法的側面の専門家

として大変心強く感じているところであります。

今後も、静岡県教育委員会の実施している「スクールロイヤー

活用事業」の活用や町の顧問弁護士、「森町いじめ防止等対策推

進委員会」の委員である弁護士等との関わりの中で、「児童生徒

の最善の利益のため」に法的な側面から学校や教育委員会の取組

をサポートしていただき、より安全・安心な学校運営につなげて

まいりたいと考えております。以上申し上げまして、答弁といた

します。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）町でも不登校の要因等は把握をされて、

件数も増えているということでお伺いをいたしました。

まず、この委託調査ですけども、これは本部が大阪市にある子

どもの発達科学研究所というところが、孤立している児童・生徒

への早期の支援が必要だということで委託を受けて調査をされた



- 29 -

ということで、この調査は昨年７月から８月に山梨県など４教育

委員会の協力を得て、教員1,424人と児童239人に複数回答で不登

校のきっかけを質問したということで、これは子供側が26.2パー

セント、学校側の認識は4.2パーセントということで、だいぶ差

があるということがこの調査によって分かったということでござ

います。

毎年、文科省が実施している問題行動・不登校調査、これはさ

っき教育長がおっしゃられた「無気力」「不安」が過半数以上を

占めているということで実態との隔たりが指摘され、今回文科省

がこの結果を受けて、問題行動・不登校調査の手法を見直す方針

だということで、文科省では発表されているようです。

それで中日新聞の記事によりますと、関東地方の中学２年生の

生徒が友達と一緒にいることがなんだか苦しくなった、１学期初

めに友人からオンラインゲームで冷たくあしらわれたと、このこ

とから心のモヤモヤが生まれ、夏休み中に膨れ上がったと、２学

期から不登校になった理由をそう説明した。

この調査では不登校の要因を友人関係のトラブルとした子供側

が24.8パーセント、学校側は８ポイント以上低かったということ

で中日新聞の記事では発表をされています。

この生徒がどうされたかというと、なぜ学校に行けなくなった

のか心の整理が追いつかず、苦しさを一人で抱え込んで、最後は

フリースクールに通い始め、安心できる環境で時間を過ごす中で、

要因を客観視できるようになったということで、この生徒は立ち

直ったそうです。

先ほど、教育長がおっしゃられた「わかば」でこういう対応も

されてるということで、非常に安心をしたわけですが、先ほど来、

話が出てる園長・校長会で、記事が出てから対策をとったという

ことで、その効果もだいぶ得られているようですが、この記事が

出てから学校現場でどういう指導をし、具体的にどういう効果が

現れたか、そこら辺をお伺いをいたします。
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教 育 長 （ 野 口 和 英 君 ）教育長です。

ただいまの加藤議員の再質問にお答えしたいと思います。

議員が示された中日新聞の記事ですけれども、その直後にちょ

うど園長・校長会がございましたので、その記事を取り上げなが

ら、学校現場でも年数回いじめ調査をやっているわけですが、そ

れに対する調査結果とこの記事とやはり相関性があると私も認識

しましたので、先ほどの答弁にも申し上げましたけれども、本音

で自分の気持ち、いじめの不登校の原因を語れないということが

あるという認識のもとでその調査を行うようにという指導をした

ところでございます。

その結果がすぐに効果が得られたかというのは、はっきりと数

字では分かりませんけれども、前年度に比べまして例えば中学校

で見ると、旭が丘中それから森中ともに不登校の数は減少してお

ります。

旭が丘中学校では支援員の配置が非常に上手くいったというこ

とが原因であろうかと思いますけれども、森中でも、支援員を配

置しながら、子供たちに寄り添いながら、不登校の減少は効果が

出てると考えております。

ただいじめの実態についてはやはり教師側から見えにくい部分

がございますので、先ほど申し上げましたタブレットを使っての

運用というのは、この後、学校教育課長からまた説明していただ

きますけれども、リアルタイムで随時入ってくると思いますので、

これから調査結果がより有効に活用されるのではないかなと認識

しております。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの加藤議員の御質問にお答えさせていただきます。

先ほどの対応につきましては、教育長の答弁のとおりでござい

ます。
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加藤議員のお示しいただいております調査の結果を今一度見ま

すと、生徒と学校側の認識のずれということで御指摘をいただい

ておりますが、まず一つ大きくあるのがいじめの被害、教職員へ

の反抗反発というような項目が、学校側の認識と子供側がずれて

いるということがございます。

あともう一つ、大きな項目として考える方がいいかなと思うの

が、体調不良、不安、うつ、抗うつというような部分もやはり学

校側と子供側がずれてるというようなことがございます。

やはり不登校への要因というのは複数絡んでもおりますし、ま

た不安を打ち明ける相手というのも、学校側に相談するのか、学

校ではない人に聞いてもらいたいとか、いろいろな要因があると

思いますので、そういった要因が学校側だけでは判断できないよ

うな要因の中に含まれているのが、この調査で浮かび上がったの

かなというように考えております。

いずれにいたしましても、少しでも学校側の判断できる手段と

してより効果的なものとして先ほど来説明をいただいております

「メンタルログシステム」というのが本年導入を予定しておりま

す。

一人１台のタブレットが導入が済んでおりますので、毎日学校

へ登校した際に今日の体調であるとか不安感であるとか、そうい

った毎日の子供の様子、気持ちというものをまず健康観察の中で

把握するということ、あと朝だけではなくて随時、例えば担当の

先生、保健の先生、もしくは校長先生とか、この先生にこういっ

たものを随時相談ができる、そういった二つの大きな特徴を持っ

たシステムを導入する予定でおりますので、このような活用を通

して少しでも学校と本人の溝を埋めていければなと期待している

ところであります。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）説明を聞いている中でだいぶ安心をいた

しました。
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私正直言ってこの記事を見たときに、こんなに隔たりがあるん

だということでびっくりをして、やはり学校側に児童・生徒が本

音で、言えない何かそういう部分があるのかな、そこを解消しな

い限りはこういう問題というのは、このような乖離がいっぱい起
かい

こってくるのかなと感じました。

学校教育課長からの今の説明もありましたけども、やはり一番

大きかったのがいじめの被害、学校側が4.2パーセント、子供側

が26.2パーセント。

あとは教職員への反抗・反発、学校側が3.5パーセント、子供

側が35.9パーセント。

それと教職員とのトラブル、学校側が２パーセント、子供側が

16.7パーセント。

学業の不振、学校側が41.2パーセント、子供側が47パーセント、

これはあまり差がない。

それから宿題ができていない、学校側が40.5パーセント、子供

側が50パーセント。

体調不良、学校側が18.5パーセントに対して、子供側が68.9パ

ーセント。

先ほど学校教育課長おっしゃられた不安・うつ、これが学校側

が19パーセントの把握に対して、子供側が76.5パーセント、ここ

もだいぶ差があるのかなと感じているところでございます。

あと、この問題に関してスクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー等の活用はされているのか、そこもお伺いしたい

と思います。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの加藤議員の不登校対応について、スクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカーの取組はという御質問でござ

います。

御案内のとおり、スクールカウンセラーは心理士といいますか、
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心のケアをする立場の先生でございますので、そういった関わり、

スクールソーシャルワーカーは社会との関わりといいますか、ど

ういうような制度の関係で子供のベストの状態を保つかというよ

うな関わりをする立場の先生でございます。

不登校の例で申し上げますと、不登校の状況の相談を受けた場

合、スクールカウンセラーは生徒はもちろんですけども、保護者

と心のケアを通じて問題の解決にあたりますし、スクールソーシ

ャルワーカーは不登校を起こした背景、例えば家庭の中の虐待や

貧困が引き起こした可能性もあるというような中で、いろいろな

学校、家庭以外の社会のつながりも含めて、相談を受けるという

ような立場でございますので、まずは学校で状況を把握したら、

今の学校の中の体制もプラス、スクールカウンセラー、ソーシャ

ルワーカーも活用して多面的に子供の対応を図るような体制をと

ってございます。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）スクールカウンセラー、スクールソーシ

ャルワーカーの活用もされてるということで、スクールカウンセ

ラーは臨床心理とかそういうことに長けてる先生かなと思いま

す。

それからスクールソーシャルワーカーはやはり不登校の原因が

虐待、貧困、そういうものの問題の学校との連携を主にされてる

のかなと思います。

この問題は本当に複雑な要因がいろいろあると思うのですが、

やはり最終的に子供たちが逃げ込むというところに保健室が多い

と思います。

保健室のある養護教諭は、構造的な問題をして指摘をされてる。

どんなことかというと、担任との一対一の関係では子供が学校

が嫌だといった本音を話しづらい。

そういう意味の構造的な問題で、この人が保健室を利用する児

童と話をされたら、担任との関係やクラスの居づらさを打ち明け
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られることがあったと。

何に困っているのか、言葉で表せられないことも時間をかけて

向き合って、言葉を引き出す必要があると説明をされてます。

担任が一人で対応するのではなくて、学校内で情報を共有し、

教職員が自分の見方や接し方が全てではないというように認識で

きる仕組み作りが一番大事ではないかとこの養護教諭はおっしゃ

られて、私もそうなのかな、やはり一人ひとり時間をかけて向き

合って本音を引き出す必要があるのかなと思います。

この人もやはり、大人がその子のことを自分事として考えられ

る環境作りが大事だとおっしゃっています。

今後やはりそういうきめ細やかな対応というのは必要かと思い

ますが、それは教職員にそういう指導もされてるのかお伺いをい

たします。

教 育 長 （ 野 口 和 英 君 ）教育長です。

ただいまの加藤議員の再質問にお答えします。

教職員に対して、不登校や本音をなかなか聞き出せない子に対

する対応の指導はどうかということでございますけれども、やは

り担任との関係性が難しい児童・生徒がいるのは事実でございま

すので、できるだけ複数の教職員が関わるようにしようという話

は園長校長会の折にしております。

例えばまだ実際に導入していませんけども、チーム担任制であ

るとか、教科担任制を小学校の段階からできるだけ早く導入する

とか、子供が複数の大人と接することのできるような環境を作ろ

うとかという話はしておるところでございます。

また先ほどの話にちょっと戻りますけども、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーは、例えば不登校の児童・生

徒のケース会議というのを校内でやるのですけれども、そちらに

も出ていただいて、専門的な立場からどのような対応が良いかと

いう御意見をいただく機会も設けております。
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やはり教師と児童・生徒、絶対的な主従関係はございますので、

合わない子にとっては本当に本音を言いづらいという環境は残念

ながら昔からあるところでございますので、そういったことを避

けるためにも、いじめ・不登校に限らず、例えば問題行動があっ

たときにも、一対一で教師が指導するのではなくて必ず複数で指

導しなさいという指導はしております。

また、一人の不登校の子の、原因を把握するにも担任一人では

どうにもできませんので、チームとして、学年体制あるいは全校

体制で対応するようにという指導は自分からもしておりますし、

各小中学校の校長もそこは認識して指導しているところでござい

ます。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）ぜひ、きめ細やかな対応をお願いをした

いと思います。

次に、スクールロイヤーの活用の質問に移らせていただきます。

現在、静岡県の政令市の静岡市、浜松市、それから藤枝市、磐

田市では、今年度５月から運用されたということで、これはどう

いうことかというと保護者の多様性かと思いますが、本来はこの

スクールロイヤーという制度は僕はない方がいいと思います。

その辺は時代とともに状況が変わってきたのかなと考えており

ます。

磐田市で支援体制として85万8,000円の予算を令和６年度から

つけまして、５月から運用をされて、まだ２か月弱ですので活用

の事例はないということで伺っております。

藤枝市においては、令和３年度からやられてまして、４年目に

入って４人のスクールロイヤーで運用されてると、これは年間予

算が120万円。

どのぐらいの事案があるのかというと年間で30件前後あるとい

うことで伺っております。

森町ではそういう事案ですか、いろいろな内容はあると思いま
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すが、年間どのぐらいの件数の事案があるのでしょうか。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの加藤議員の質問ですが、森町においてスクールロイ

ヤー等の活用の事例についてということで御質問をいただいてお

ります。

先ほど教育長の答弁の中でも申し上げました県の事業として

「スクールロイヤー活用事業」が実施をされております。

こちらは、各市町の教育委員会でも相談を受け入れることがで

きる建付となっておりますので、こちらを利用して過去森町でも

１回、オンラインによる相談をさせていただいたケースがござい

ます。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）私がお聞きしたいのは、このスクールロ

イヤー活用の件数ではなくて、森町内でどれだけの事案がスクー

ルロイヤーまでいかないいろいろな事案があると思うのですが、

そういう件数は分かりますか。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの加藤議員の質問ですが、町内においてスクールロイ

ヤー活用まではいかなくても、そのような事案としてどういうよ

うな状況であるかという御質問であると思います。

それこそ日々の学校活動の中で大小いろいろな問題とか課題と

かがありますけれども、特にその中で大きなこととして捉えてい

るものは、昨年度におきましては２件ほど、弁護士の先生に相談

をした方がいいかなと思われるような案件がございました。以上

です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）その年間件数というのは増えているので

すか、減ってるのですか。
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学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 そのような大きな事案というのはどのような推移にあるかとい

うような御質問でございます。

特に統計を取って件数を把握しているわけではございません

が、例年同程度の推移をしていると考えております。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）統計を取ってないのでよく分からないと、

２件ぐらいではないのかなということかと思いますが、藤枝市で

は二つの大きな柱を設けて活用してるということをお伺いをしま

した。

まずは一つの大きな柱として未然防止、これは児童・生徒・教

員に対しスクールロイヤーがそれぞれ講習会を開いて、こういう

事案に対してはこういう対応というような未然防止の観点からこ

ういうことをやられてると。

それから学校からの法律相談ということでこれがだいぶ多く、

いじめ事案への対応、それから保護者の過剰な要求への対応、学

校内での事故への対応や安全配慮、児童・生徒への権利の保護、

離婚調停中の保護者、非親権者への対応、例えば子供に会わせる

とかそういう問題なのかなと思いますけども、後は子供同士のト

ラブルということで、だいぶいろいろな件数があって、30件程度

と聞いてますが、スクールロイヤー活用制度は時にはその弁護士

も教員と同席して、保護者と対応するということもあろうかと思

うのですが、藤枝市の場合は、そこまではやってないと、教職員

の助言、同席するとかえって良くなくなる場合もあろうかと思い

ますので、それは賢明かなと思うのですが、私も教員何人か話を

伺って、こういう話をしたところ、これはぜひやっていただきた

い、どう対応したらいいか分からなくなってる教員がいっぱいい

るということで、それは現実の問題なのかなと思います。

先ほどの質問で話が出ましたスクールカウンセラー、スクール
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ソーシャルワーカーとの連携も非常に密になってくるのかなと思

いますが、その辺の教職員からそういう困り事といいますか、そ

ういう相談等は年々増えてるのか、そうでもないのか、そこら辺

はいかがでしょうか。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）ただいまの加藤議員の再質問にお答えい

課 長 たします。

森町での学校からの相談の状況についてということで、御質問

をいただいております。

教育委員会の体制といたしましては、指導主事を３人配置して

おりますので、まずは学校の困っている状況とかを受ける体制は

そこでとっております。

また学校におきましても、スクールカウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカー、チームでの対応というようなことを念頭に、

まずは対応するというような体制をとっております。

法の専門的な知識や助言が必要であるというような事案は、今

のところ件数としてはそんなにございませんけれども、昨年のよ

うにあった場合には、関係する法の知識を持つ専門家といたしま

して町の顧問弁護士、もしくは県で実施しておりますスクールロ

イヤーの制度、またはいじめに関してということですけれども、

いじめ防止等対策推進委員会、いじめの会議に専門家が弁護士と

して御参加いただいておりますので、いじめに関しましては相談

するような関係性を作っております。

必要に応じてそのような人々に御協力をいただきながら進めて

いこうというように考えております。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）森町ではそういう件数は割と少ないのか

なという認識をして、ある意味安心いたしました。

教員に聞くと、午後３時半ぐらいに授業が終わって、その後次

の日の授業の準備をする。
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こういう諸問題が起こると、その準備の前にその問題を解決し

ないといけないために、どんどん時間がずれ込んでしまうと。

これは教職員の働き方改革の一環で、今時間外を減らすような

運動もされてると思うのですが、そこにもつながってくるのかな

と思いますが、今後県のスクールロイヤー活用事業、それから町

の顧問弁護士とも対応して問題解決にあたっていくということで

したけども、森町でこのスクールロイヤーを導入するという考え、

この質問の趣旨でも私は謳ってますが、これは活用することは考

えているのかいないのか、そこをお伺いしたいと思います。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの加藤議員の森町においてスクールロイヤー制度の導

入の考えはいかがかという御質問でございました。

森町の状況におきましては、先ほど説明をさせていただいたと

おりでございます。

町でも各学校の教職員の働き方改革等の相談も受けながら、例

えば電話受付の時間を午後６時までにするとか、夏休みの休業日

を設けるとか、制度としては少しずつ進めているところでござい

ますけれども、やはりスクールロイヤーに相談するような大きな

事案といたしましての心配もございますけれども、今まで取り組

んでおりました町の顧問弁護士でありますとか県のスクールロイ

ヤー制度の事業、あとはいじめに関する弁護士への関わり方の中

で解決するよう、また先生の働き方改革にもつなげていけるよう

に努めていきたいと考えております。以上です。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）それでは現時点では活用のお考えはない

というその認識でよろしいですか。

学校教育 （ 塩澤由記弥 君 ）学校教育課長です。

課 長 ただいまの加藤議員の御質問でございます。
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スクールロイヤー制度を活用する考えはないかということです

けれども、町では県の行っているスクールロイヤー制度を活用し

ながら学校の取組につなげていきたいと考えております。以上で

す。

７番議員 （ 加 藤 久 幸 君 ）活用しない方がいいわけですから、やは

りそこは件数が少ないので、活用を考えてないということなので、

件数少ないということで僕はある意味安心いたしました。

将来的には、いろいろな事案があって困ったことがあればこう

いう制度も町で導入をする、将来的な状況によっては僕はすべき

なのかなと思いますけども、いろいろな保護者さんがいますので、

そこの対応に困ったときには、活用された方がよろしいのかなと

思います。答弁は結構です。以上で終わります。

（ 午前１１時３３分 ～ 午前１１時４５分 休憩 ）

す。

３番、佐藤明孝君。

質問は、混合方式です。

登壇願います。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）３番、佐藤明孝です。

通告書記載のとおり、２問質問をさせていただきます。

１問目、六次産業化に対する考えについて。

森町では特産物が数種類収穫され、ふるさと納税返礼品として

活用されております。

特に森町のとうもろこしは栽培が盛んであります。

生産されたものは路地等で販売されますが、販売されないＢ級

品やＣ級品は利用されず、廃棄される場合が多いと聞いておりま

す。

したがってこのような無駄をなくすため、Ｂ級品やＣ級品のと
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うもろこしを利用した六次産業化を行政としても進める必要があ

ると考えますが、当局の考えを伺いたいと思います。

２問目、熱海市において全国に先駆け、高齢者対策の一環とし

て、高齢者、特に認知症等により行方不明になった場合の早期発

見対策として、ＧＰＳ装着の実証実験が開始されております。

森町においても高齢化が進み、命を守る取組の一環としてこの

ような高齢者対策が必要なものと考えます。

高齢者の安全を考える上で熱海市の取組を参考の上、実践して

いただきたいと思いますが、当局の考えを伺います。

以上２問、よろしくお願いいたします。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）佐藤議員の御質問にお答えいたします。

初めに「六次産業化に対する考えについて」申し上げます。

本町におきましては、遠州森の茶、米、とうもろこし、レタス、

メロン、次郎柿など、品質の高い、多くの農産物が生産されてお

ります。

こうした農産物の生産の背景には、農業者の創意工夫により確

立された、水田３倍活用による栽培体系や土づくり、また、各農

業者の栽培技術の高さ、温暖な気候や北部の森林から流れ出る太

田川の豊富な水の恵みといった地域資源、さらには、農業者の理

解・協力に基づく圃場整備や暗きょ排水の基盤整備事業の着実な
ほ

推進といった様々な環境整備がございます。

このような状況の中、「森のとうもろこし」につきましては、

直売所での販売、インターネットによる販売、そして、議員から

御発言がありましたように、ふるさと納税による返礼品などとし

て、様々な手段で販売、提供されております。

町といたしましても、ふるさと納税の返礼品に御登録いただき、

ふるさと納税を通じた「森のとうもろこし」のＰＲに力を入れて

いるところであり、令和５年度のふるさと納税の実績としまして

は、597万８千円となっております。
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議員から御発言がありましたように、「森町のとうもろこし」

は、圃場の状況や気象条件等により、栽培から収穫までの管理状
ほ

況により販売できない又は、利用されないＢ級品やＣ級品は廃棄

される場合が多いと聞いておりますが、どれくらいの割合で発生

するのか、実態については把握できていない状況であります。

さて、六次産業化につきましては、農産物を生産する一次産業

と、農産物を加工する二次産業と、加工した商品の販売、調理し

て提供する飲食業の三次産業まで一括して取り組むことで、加工

や販売の付加価値分についても併せて収益を上げられることか

ら、六次産業化の取組が推進されてきております。

これまでの町内の農産物の六次産業化の取組につきましては、

商工会による次郎柿ワインの製造や、森町グリーンツーリズム研

究会つながる推進部会における、六次産業化の実証事業としての、

ブルーベリー、梨、栗のクラフトビールの商品開発をはじめ、と

うもろこしを原料とした、とうもろこしバターや甘々娘ポタージ

ュなども、商品開発されているところであります。

こうした、これまでの取組の中で蓄積された知見及び経験を踏

まえ、今後、六次産業化について、意欲ある農業者が取り組む際

には、農業者が計画的・効果的に取り組めるように、また、商品

化を通じて所得が向上できるよう、六次産業化に携わった人々の

アドバイスをいただきながら、町としても、支援してまいりたい

と考えております。

現在、町内のとうもろこし生産農家の有志が、「森のとうもろ

こし」をお菓子の原料とするためペースト状やパウダー状に加工

する六次産業化に向け、集荷を進めていると伺っております。

本年度においては、試作段階であり、順調に取組が進められれ

ば、町内のとうもろこし生産農家に事業参加者を募り、六次産業

化に向けた組織化という、次の段階へ進めていく計画であると聞

いております。

また、組織化していく段階においては、組織化の推進とともに
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遠州中央農協や生産農家が協力して「森のとうもろこし」の産地

をＰＲしていくことも検討していると聞いておりまして、町とい

たしましても、そうした取組を一緒になって検討し、効果的かつ

計画的に進められるよう、支援してまいりたいと考えております。

こうした取組を通じて、未利用資源を活用した、商品開発・販

売等への六次産業化を促進することにより、さらなる「森のとう

もろこし」の付加価値の向上・ブランド化へつなげ、生産者の所

得の向上、ひいては、町全体のプロモーション、そしてシビック

プライドの醸成へもつなげていき、良い循環を構築し、町全体の

活性化につなげてまいりたいと考えております。

今後、六次産業化を進めていくには、様々な課題が想定されま

すが、それぞれがそれぞれの役割を担い、同じ方向を向いて、進

めていくことができるよう意見交換と意思疎通を図り、そうした

中で、国・県の補助金の活用や町独自の支援のあり方等を検討し

てまいりたいと考えております。

次に、「高齢者ＧＰＳ装着の考えについて」申し上げます。

本町では、高齢者ＧＰＳ装着に関して、機器導入に係る費用の

助成事業は設けておりませんが、御家族や介護者から御相談があ

れば、森町地域包括支援センターでお困りの内容を伺いながら見

守り便利グッズとして徘徊感知機器を個別に御紹介しておりま
はいかい

す。

特に介護認定を受けている人は、介護保険の給付対象となる福

祉用具の中に「認知症老人徘徊感知機器」としてこのＧＰＳ装置
はいかい

がありますので、担当のケアマネジャーに御相談いただき、介護

サービスプランの中での導入となれば、費用負担も１割など介護

サービス利用の負担割合で利用が可能となっております。

ＧＰＳ装置の利用は、御家族や介護者の日々の負担を軽減し安

全を確保する点からすれば、大変効果的なものではありますが、

装着する御本人にとっては、時に自由を制限しかねないものであ

る点に十分配慮し、何より御本人が自分らしく暮らし続けるため
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に、安心・安全を守るものであってほしいと考えております。

認知症施策につきましては、令和元年に国において認知症施策

推進大綱が示され、令和６年１月には「共生社会の実現を推進す

るための認知症基本法」、いわゆる認知症基本法が施行され、認

知症対策の取組は「共生と予防」と謳われております。

町では、まず認知症そのものを理解していただき、その予防や

より良い介護支援を見いだすため、平成28年度から認知症対策検

討委員会を設置し、医師、介護職、民生委員・児童委員、警察に

加え、当事者とその御家族を構成員として施策の推進に取り組ん

でまいりました。

さらに平成29年10月からは、認知症地域支援推進員を配置し、

施策推進の強化を図ってまいりました。

普及啓発では、多くの人に「認知症とは」を知っていただくよ

う「認知症サポーター養成講座」を開催し、さらにステップアッ

プ講座を受講された人には、当事者と一緒に活動するチームオレ

ンジの一員として、オレンジカフェなどの開催に活躍していただ

いているほか、予防にかかる各種講座の開催や、認知症初期集中

支援チームなど、医療と連携した専門職による支援体制整備にも

努めております。

また、本人、家族を支えるまちづくりとして、認知症により行

方不明になった場合の早期発見対策として、静岡県が県下全域市

町及び警察と連携し取り組んでいる「静岡県認知症高齢者等の見

守り・ＳＯＳネットワーク広域連携」へ参画するほか、町内でも

「森町高齢者等地域見守りネットワーク事業」により14事業所等

の参画をいただき、地域の見守り強化に取り組んでいるところで

あり、「認知症？だでなんだね、と言えるまち」をキャッチフレ

ーズに、認知症になっても安心して住み続けられるまちづくりに

取り組んでおります。

ＧＰＳ装着の取組は、情報機器の力を借りて安心・安全を得る

ために良い方法ではありますが、認知症の人が外出される場合、
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必ず忘れずに機器を携行していただく必要があり、それが困難で

携行されなければ機能も発揮されない道具となってしまうという

弱点がございます。

高齢者等の行方不明時の対応につきましては、まずは身近な地

域がお互いを理解し見守る環境を確保するため、県のＳＯＳネッ

トワーク活用や町の見守りネットワークの更なる連携強化を図り

つつ、御本人と御家族等にとってより良い方策となるよう、地域

の見守りの力に加え情報機器の力も活用し、早期の保護につなが

る施策を多面的に推進してまいります。以上申し上げまして答弁

といたします。

（ 午前１１時５８分 ～ 午後 １時１０分 休憩 ）

す。

３番、佐藤明孝君。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）先ほど、町長から御答弁いただきました

六次産業化についての内容でございます。

これにつきましては、森町の中でもいろいろな特産物を使って、

六次産業化に努めている、現実に新しい製品も生まれているとい

うところでお話を聞きました。

三倉産の栗、ブルーベリー、とうもろこし、それと柿ワイン等、

町長答弁の中でこういったものについてはＰＲをして更に力を入

れていきたいという内容の言葉もありましたけれども、柿ワイン

については県庁までお届けする等してかなり力を入れられている

と思いますけれども、その他の例えばとうもろこしや次郎柿等に

ついてのＰＲというのはどの程度力を入れられているのか。

まず、そこから考えと現状をちょっとお聞きしたいと思います。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）次郎柿やとうもろこしについてどのよう

にＰＲをしているかという御質問でございますが、これは現在の
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ところ六次産業品加工品としてまだそれほど開発が進んでいませ

んのでとうもろこし、あるいは次郎柿そのものをＰＲしていると

いう状況でございますけども、とうもろこしにしても次郎柿ある

いはお茶もそうですが、その旬の時期に関係先等に郵送あるいは

持参をして、森町の特産品を味わっていただく、そのような取組

を実施しているところであります。

また、機会を捉えて、例えばとうもろこしですと先週、県の町

長会議が小山町でございましたが、この６月に行う町長会議は宿

泊を伴うものでございまして、その際には森町のとうもろこしを

私が持参をして食事会場で調理をしていただいて提供し、それぞ

れの町長に賞味をしていただくという取組をしておりますし、次

郎柿につきましても、柿のシーズンの中でそういった機会があれ

ば持参をし、提供し、その食事会・懇親会等に出席をされている

人々に御賞味をいただくということを行っております。

また、御存知のことだと思いますけれども、次郎柿につきまし

ては、毎年皇室への献上品として皇室へお送りをさせていただい

ております。

そういったことも次郎柿のＰＲとしては大変大きな力を担って

いるものと考えております。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）ただいまのお話でございますいろいろな

機会を設けて、特産物等のＰＲや広報に努めていらっしゃってい

るところで大変良いとは思います。

それで先立って、時期は忘れてしまったのですが、３市１町の

和栗プロジェクトというイベントが確か開催されていると思いま

す。

そのときに、町長もそのイベントに参加されていらっしゃると

思いますけれども、その時には和栗プロジェクトということでも

しかしたら三倉の和栗をＰＲなさったのかなと思いますけれど

も、差し支えなければその和栗プロジェクトにおきましてどのよ



- 47 -

うなお話をされたのかその概要だけでもちょっと聞かせ願いたい

と思います。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）和栗プロジェクトについての御質問でご

ざいますが、これは確か２月であったと思いますけれども、掛川

グランドホテルにおいて開催されました。

これはどういうものかといいますと、具体的に企業名を挙げさ

せていただければ、お菓子の春華堂さん、また浜松いわた信用金

庫を中心としてこの遠州地方のいろいろな企業が参加をして、遠

州地方の特産品、生産量としては掛川市が多いかと思いますけれ

ども、和栗の活用についてみんなで検討し、また発信をしていき

ましょうというものでございまして、森町も、私も参加をいたし

ましたがまだ直接的にそのプロジェクトにこれまで関わってきた

かといえばそういうものではなく、これから参加をしていこうと

いう、そういう事業をスタートしましょうというイベントでござ

いましたので、そういう立場で参加をさせていただきました。

ですので、私が例えば壇上で森町の栗についてＰＲをするとい

うような機会はございませんでしたし、また森町の栗の生産につ

いて、掛川市ほどの生産量は現在のところないというように考え

ておりますので、その和栗プロジェクトの場で森町の栗について

ＰＲをするという機会はありませんでした。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）分かりました。

森町でも先ほど町長がおっしゃられたように、非常にたくさん

の特産物を使っていろいろなものを作られているところでござい

ます。

特に、このとうもろこしについてもポタージュ等に加工してそ

の後の販売等は菓子等に生かすという形だと思いますけれども、

やはり六次産業化というのは、今あるここで獲れたものをさらに

手を加えて付加価値をつけて、さらに農家の皆さんに対しての収
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益を上げていただくという目標があると思います。

したがって、町の活性化そのものもそういったところに注力す

れば、かなり活性化も進むのではないかと、活性化が進めば当然

人口増加も期待できる、本当に良い傾向を生み出す形になると思

います。

したがってこの六次産業化そのものに対しての考え方を町長並

びに産業課長からもちょっとお聞きをいただきたいと思います。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）六次産業化を進めることのメリットにつ

いてはただいま佐藤議員から御発言がありましたように、町の活

性化につながるという点があろうかと思います。

私も最初の答弁の中でお答えさせていただきましたけれども、

こういった特に未利用資源を活用して、商品開発をし、販売へと

をつなげていく、六次産業化を促進することは、例えばとうもろ

こしにすれば森のとうもろこしの付加価値の向上やブランド化に

つながるものであり、生産者の所得の向上、ひいては町全体のプ

ロモーション、シビックプライドの醸成にもつながっていくとい

うことで先ほどお答えをさせていただいたとおりの考えでござい

ます。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）産業課長です。

ただいまの佐藤議員の御質問にお答えをいたします。

ただいま町長から答弁があったとおりでございますけども、六

次産業化につきましては、生産者が生産したものをまた加工して

いくというような形になっていくわけですけども、その加工をす

るにあたりまして、ペースト状に加工してそれをいろいろなもの

に使っていけるということになりますので、生産者が加工までと

りあえず行って、それを今度卸に販売していくということになり

ますと、卸さんではいろいろな形の中でその材料を利用していく

形になりますので、ポタージュであるとか、粉末であるとかいろ
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いろな形の卸さんの中で出来上がったものをまた町の菓子屋さん

等にもそういったものを出していただいた中で、町全体のお菓子

にも加わっていけば、町としてもまた活性化につながるかと思い

ます。

また、そういった取組を行うことによりまして、生産者につき

ましても自分の作ったとうもろこしがそういった形の中で使われ

ているということをが分かってくれば、生産者の力にもなります

し、またそれぞれ関わっている皆さんもそういった形の中で町が

全体的に盛り上がっていければ生産者だけではなくて、六次産業

化としてのメリットにつながっていくのではないかなと考えてお

ります。以上です。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）二人とも御答弁、ありがとうございまし

た。

ただ、いま産業課長のお話の中で生産者が加工までというお話

だったのですが、やはり加工となりますと、今度は設備投資とあ

る程度の専門知識等も必要になってくると思います。

そうなってくると、やはり生産者はあくまでも原料を作ってい

ただく、つまりは自分の分野に長けたことはしっかりやっていた

だくということではっきりと位置づけをして進めていただけれ

ば、六次産業化というのは、もっと進むのではないかなと思いま

す。

それでもう一つ、実は本年３月25日、我々第二常任委員会で提

言をしております。

19の改で、農業振興取組の中で六次産業化についての考えをと

いうところで取り組んでいただけるかという内容で提言をしてい

ると思うのですが、もしもそれについて今ここで回答できる部分

がありますならば、ちょっと御回答をお願いしたいと思います。

もしも今まだ調査中ですということであるならば、それはそれ

で結構です。
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産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）産業課長です。

ただいまの佐藤議員の御質問にお答えをさせていただきたいと

思います。

六次産業化の提言の関係でございますけども、今現在どのよう

な方法でいったらいいかということで今検討中でございますの

で、今の段階でちょっと御回答はできない形になりますのでよろ

しくお願いいたします。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）先ほどの佐藤議員の六次産業化を進める

にあたってそれぞれ役割分担を担って専門分野でやっていくべき

ではないかという御意見がございましたので、それについて少し

私の意見を申させていただきますと、確かにそれぞれの得意分野、

専門分野でその分野を担っていくということは重要なことだと思

いますが、他方生産農家といたしましても、加工まで自らのとこ

ろでやれば、それだけ所得の向上につながるわけで、それは役割

分担をはっきりさせてやっていくという、もちろん役割分担をは

っきりさせることは大事ですけども、生産者は生産のみ、加工者

は加工のみ、卸は卸、販売は販売というような役割分担を決めて

しまうのではなくて、それぞれがそれぞれの役割を担いながら、

大事なのは同じ方向性を向いて進めていくということであります

ので、役割分担、一つの決まった形で進めていくのではなく、こ

の農産物あるいはこの生産農家については、こういった六次産業

化というケースバイケースでより良い形で進めていくのがよろし

いのではないかと私は考えております。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）町長の御答弁も、もっともな話でござい

ます。

しかしながら、加工を生産者が自らやるということにつきまし

ては、やはり加工するについてはそれだけの設備投資等がまた必
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要になってきます。

そういったところを考えると、やはりそれを専門的に扱うとこ

ろへ原料を運んでいただく、そしてそこである程度の加工なりを

して、それから今度は販売なりサービスルートへそれを回すとい

う意味で、結果的には同じ方向を向く形にはなると思います。

そういうことからすれば町長のおっしゃることもその通りです

けれども、やはり生産者は生産者という役割で推し進めていただ

いた方がいいのかなと感じるというところがございます。

それで六次産業についても内容的なものや支援的なものも結構

たくさんあると思います。

中でも経済産業省とか農林水産省とかでで、いろいろな支援を

なさっていると思うのですが、県にもそのサポートセンター的な

ものがあると思います。

静岡というのは関東農政局に属しているところでございますけ

れども、県にもこういった六次産業化を推し進めるべきサポート

センターなる組織が確か形成されていると思います。

そういったところに対して、当局としてはやはりそれなりの意

見なり、例えば関係等はしっかり構築されているのかどうかとい

うこの点でございますが、それについてはどうでしょうか。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）産業課長です。

ただいまの佐藤議員の御質問にお答えをさせていただきたいと

思います。

六次産業化にあたりましてサポート等の関係でございますけど

も、町では農業技術連絡協議会という組織がありまして、その中

で町、遠州中央農協さん、県中遠農林事務所、そして関東農政局

ということで集まっていろいろな農業に関して打合せをしたり会

議をしたりすることがございます。

その中で六次産業化につきましても、関東農政局の人にもいろ

いろなアドバイスをいただきながら、またこういった事業がやっ
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ていけるにはどうした方がいいのかというような話も、議題が出

ればその中で協議して話をしている内容になってきますので、そ

ういった中で、今、国でも進めております、みどりプロジェクト

等々の内容の説明等も伺いながら、どんな形で六次産業化の課題

に対して進めていけばいいかというようなことも話をしている段

階でございますので、そういった中で情報収集等をしている状況

でございます。以上です。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）産業課長、御答弁ありがとうございまし

た。

六次産業については、いろいろ考えられているところで私も解

釈をいたします。

ここで、今現在の農業を取り巻く背景ですけれども、結論的に

は農業所得がかなり伸び悩んでいるといったところがございま

す。

これについてはやはり一次産業的なものの収益が少ないという

ところが一番の原因だと思います。

したがってこの一次産業に先ほど言ったとおり、ある程度手を

加え付加価値をつけて、二次・三次的な食品関連事業に持ってい

けば、その収益が一気に増えると、２倍どころかさらにかなりの

金額が増えるということです。

今私の手元の資料ですと、令和元年の資料ですが、二次産業の

収益が約106兆円のところを見ると、一次産業が約12兆円という

ことでかなりの開きがあります。

したがって一次的なものというのは、その場で作ってその場で

売るというところですぐに現金化できる、こういう意味では農業

生産者にとってはそれでいいと考える人も確かにいらっしゃると

思いますけれども、やはりそこから先を見越して、さらにもう少

し何かをするというところになれば、今度行き着くところが六次

産業化になると思いますけれど、そういうところで六次産業も非
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常に大切なものだと思います。

あと、流通等に関してのメリットですが、六次産業化の根本に

あるのは、やはり地産地消の関係だと思います。

フードマイレージという言葉があるのですけれども、このフー

ドマイレージというのは何かということですが、これは実は食料

の輸送距離を指しております。

したがって、日本というのは御存知のとおり島国ですから、世

界から見るとこの輸送マイレージ、いわゆる輸送距離がもう断ト

ツの１位です。

したがって地産地消というのもそこから生まれて出ている言葉

だと思うのです。

したがって、地元で採れたものを地元で加工、二次的・三次的

なものに手を加えて、そこで消費をしていただくというところが

かなりいいのではないかと思います。

この輸送距離が短くなるということは、裏を返せばＳＤＧｓに

もつながるということです。

それだけ車とか電車とかいろいろな物を輸送機関で物流的に運

ぶ距離が短くなれば、それだけ排ガス的なものも少なくなるとい

ったところにもつながることもありますから、ぜひこういうとこ

ろも考えていただいた上で、六次産業化というのを進めていただ

きたいと思いますが、先ほどの町長の答弁の中でも、町としても

支援をしていきたいという御答弁がございました。

ここで、ちょっと確認の意味でお聞きしたいのは、町として支

援をしていきたいというこの支援的な内容がどういうものを指す

のかというところをちょっと差し支えなければ、ちょっと説明を

いただきたいと思います。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）ただいまの佐藤議員の御質問にお答えい

たします。

町としての支援をどのような内容でしていくかということでご
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ざいますけども、六次産業化にあたりましては、基本的には生産

者が進めていいただくという形になりますので、その生産者が進

めていく形の中で、先ほどお話にもありましたとおり、生産して

それを加工していくということになれば、それなりの施設が必要

になってくるではないかというようなお話もございましたけど

も、そういったお話の中で、町としてどれだけそういった六次産

業化に向けて町としての支援といたしましては、森町のとうもろ

こしに例えますと、森町のとうもろこしで実際には今現在、直売

所で販売されておりますけども、その中で少し小さかったりした

ようなものをどうしていくかというような話が六次産業化につな

がっていくのではないかなと思っております。

そのときに町としてはそういったものを、どういう形で誰がそ

こを加工していくのか、そしてそこに集める手段としては、どの

ような手段でそこの加工施設まで持っていくかというようなこと

が出てくると思います。

生産者につきましては、生産することで特に直売をやっている

場合には、直売所までを持っていくというような手間も時間もな

いようなこともありますので、そういった形の中で生産者そして

加工をする人、そしてそれぞれがどういった形の中で支援を求め

られるかということがありますので、今有志の人で進めてござい

ますけども、町としても遠州中央農協さんと町と有志の人という

ことで今話をし始めたばかりでございますので、町としてもどの

ような内容で支援をしていくかというのは、その話し合いの中で

どういった部分に携わっていけるかということを今後支援の内容

を詰めていきたいなと考えております。以上です。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）分かりました。

町長の先ほどの答弁の中でも本当にそういったことをお話され

ております。

しかしながら、私が今現在持っている情報的なものも、今町長
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おっしゃったような内容とほぼ同じでございます。

ある特定の農業従事者がそういった計画を立てられているとい

うことで、その中間的に入る第二次的な業者ももう既に分かって

いるようですし、その三次的に販売する業者というものもやはり

もう既に分かっているようなことも実は聞いております。

そういったところで、町としてできる支援を申し出があればぜ

ひやっていただきたいと思います。

ぜひ、六次産業を全面に進めてやっていただけるように改めて

お願いをいたしまして、こちらの質問は一旦締めようと思います。

２問目にまいりたいと思います。

２問目の高齢者のＧＰＳの関係です。

これにつきましては、通告書にも記載したとおり、熱海市内に

おいて令和６年２月からこの実証実験が既に開始されておりま

す。

これにつきましては、開始した背景ですけれども、やはり熱海

市というのは非常に高齢者が多いと、高齢者が多いというところ

はこの森町と相通ずるものがあると思います。

まだ先の話ですが、森町も2040年になりますと、65歳以上の人

が約４割を占めるという推計が出されております。

そういったところで森町の人口的なものを見てみましても、20

20年の国勢調査においては65歳以上の人が6,023人います。75歳

以上の人は3,139人いらっしゃいます。

これはあくまでも国勢調査による人数ですが、それからもう既

に４年、また来年国勢調査あると思いますけれども、４年経って

おりますから、もしかしたらこの数値というのはもっと上がって

いるかもしれません。

したがって、これからのことを考えるとやはりこの見守りグッ

ズ的なものが町長の説明の中にもいろいろございました。

確かにありましたけれども、高齢者に付けていただくというの

は非常に効果があるのではないかなと思います。
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実際、熱海市で調べてみますと、高齢者として個数的には少な

いのですが、11個ＧＰＳを装着して、実証実験に加わっている高

齢者がいらっしゃるらしいです。

これは熱海警察署と警備会社アルソックが提携して、今現在、

推し進めているらしいのですけれども、森町としても、先ほど答

弁いただいたとおり、いろいろなところでこの高齢者の見守り的

なことがいろいろ対策等が行われているということですが、直球

的で申し訳ないのですが、このＧＰＳを装着の考え方について、

どのような結論的なものを持たれているかをちょっとお聞きした

いと思います。

福祉課長 （ 小澤貴代美 君 ）福祉課長です。

ただいまの佐藤議員の御質問にお答えしたいと思います。

佐藤議員の御質問では熱海市の例を挙げて、このＧＰＳの効果

は大変大きいということで、高齢化の進む森町にあっても４月に

36.7パーセントの高齢化率を示しておりますので、こういったも

のの機器の利用をもって効果を上げたらどうかという御提案かと

思いますが、町長の答弁の中でもありましたが、私共も御家族や

介護者の日々の御負担を考えますと、こういったものの負担軽減

に対しては大変効果的なものだというのは十分承知しておりま

す。

ただ、高齢者が携行して外へ出ていただくということについて

は、なかなか御本人の御理解をいただく上に、外出活動の自由を

制限しかねないものであるというところも十分配慮しなければい

けないところだと考えております。

そういった中では、こういったＧＰＳの装着を町として推進し

ていくというよりも、介護度がついて、介護保険制度の中で、も

し福祉レンタルとして活用したければこういった機器については

レンタルの対象になっておりますので、そちらの御案内を令和４

年度の冬、令和５年１月15日号の回覧でも、こちらからは御提案
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を皆様にさせていただいているところでございます。

ただ、現在森町ではこの介護保険制度の中のレンタルを御利用

になってる人は、実数としてはございません。

介護保険の制度を利用している人の中で、ケアマネージャーが

ついていろいろな御相談を受け、利用をしていくわけですけども、

その中で個人的にこのＧＰＳを利用している人については、いく

つか事例を伺っているところです。

町としましては、こういった御家族や介護者の御負担を考えま

すと、非常にこういった機器の支援を受けて、やることが有効だ

とは思うのですけども、何よりも御本人の自由を制限したり、御

本人の承諾を得てというところ、もう一つはこのＧＰＳの装着に

ついて、私が三、四お問合せをした中では、どこの市町も、実際

にこのＧＰＳを装着していただく上で一番ネックになっているの

が、御本人が装着して出ていくかというところがかなり課題にな

っているというところで、御本人必ず決まった靴、決まった服、

決まったバッグを持っていくわけではないものですから、せっか

く装着をしたものについても持っていかなければ何の効果も得ら

れなかったというところも課題になっておりまして、こういった

ものを推進していく上では、なかなか実効性が高くないというこ

とも近隣から伺っているところです。

我々としましては、こういった機器の支援を受けることもとて

も大事だと思うのですけども、まずは認知症、今回は特に認知症

の高齢者のことが課題かと思いますので、地域の皆さんに年齢問

わず認知症のことをまず知っていただく。

認知症の人がどういった行動をとってしまうのか、認知症とは

まず何なのかというところを御理解いただきながら、地域の温か

な目で見守っていただきつつ、町長の答弁の中でもありましたけ

ども、県下でこういった人の情報を共有する仕組みもありますの

で、そういったところに徘徊の危険性のある人については登録を
はいかい

まずいただき、警察との連携をとりながら強化していくという方
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向で進めていきたいと考えておりますので、今すぐＧＰＳの装着

を皆さんに町としてお勧めするというところは、強く施策として

進める考えはございません。以上です。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）確かに本人の自由を制限するという一番

ネック的なものがあるとは思います。

そして何に付けるのか、持っていくものをいろいろ変わったり、

履くものも違ったりするから持っていかなければ何の効果も出な

い、全くその通りです。

熱海の人から聞いたときにもやはり同様のお話でした。

その時にはやはり私もちょっと提案をいたしました。

履く靴、持って行くもの、着る服、持っていくバック等いつも

同じものとは限らない。それだったならば必ず身に付けるものを

どうだ、もしもそれを身に付けなければ、家族の人がこれをいい

から身に付けてねと言って、そこで私に提案したのが磁気ネック

レス風のものです。

そういったものであれば高齢者は、やはりそういったものを勧

めれば、おそらく大人しく身に付けていただけると思います。

場合によっては腕時計、腕時計についても締めるの忘れたと言

ってしまえばそれまでですけれども。

なかなか今福祉課長が御答弁されたような形で、いつも同じも

のを持って行ったり着たり履いたりということを考えられなけれ

ば、可能であるような方法を今度別の形で考えていただくという

のも、これもまた一つのあり方ではないのかなと思うわけです。

それで、ちなみに先ほどから言ってる熱海の例ですが、これは

アルソックという警備会社が無償で貸し出しています。

しかし、この貸し出してるこのＧＰＳの装置というのも15グラ

ム程度の非常に軽いもので、乾電池１個で１年間有効だという、

そういう代物らしいです。

したがって、実際それを身につける人が電池を変える必要があ



- 59 -

るかというと全くない。家の人が折を見て変えればそのまま１年

間は使えるという、こういったものらしいです。

したがって、こういうＧＰＳについても大なり小なりいろいろ

なものがあると思いますけれども、やはり高齢者、私がここでい

う高齢者に付けてもらいたいというのは、本当に帰る道が分から

なくなっちゃったといわれるようないわゆる痴呆の人についてで
ほう

すが、こういう人にお宅の人がうまくお話をしてもらって、そう

いったものを身に付けていただければ、ある程度家族に対する負

担も減るのではないかなという気持ちもあります。

何よりもそういった人の命を守るといった観点からすると、や

はりこのＧＰＳを他市町ではもしかしたら本当にやってないかも

しれません。やってないことを森町がいち早く始めたというとこ

ろにやはりある意味効果的なものも考えられるものですから、そ

ういう点から改めてちょっとお考えを伺いたいと思います。

福祉課長 （ 小澤貴代美 君 ）ただいまの佐藤議員の御質問にお答えし

たいと思います。

熱海市さんで、市というよりはおそらく熱海警察署とアルソッ

クさんが今提携されてということで、報道にも載っているかと思

います。

我々、熱海市さんに御確認させていただくときには、警察と企

業さんでもしその実証実験で良い効果が現れれば、市にも報告は

いただけるとことになっていて、今のところ市はこのことについ

ては関与はないとことで確認をさせていただいてるのですけど

も、それにしても行方不明になったときには、警察も捜索されて

おそらくかなりの人を割きながら大変なことかと思いますので、

こういったことをなさってるかと思います。

先ほど来、１回家の外に出られたときに、帰り方が分からなか

った人には大変効果があるということで御提案いただいていると

ころでありますけども、認知症の人がいらっしゃる御家族の日々
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の葛藤というのは、本当にいろいろなお話を伺います。

その中で、お家の中でもやはり食事を取ったことすら忘れてし

まいがちになっていく親御さんとか高齢者の変わっていく姿を見

ながら、御家族そのものがいろいろな葛藤を経て介護を続けてい

かれるわけですけども、そういったところでは頼る人が少ない中

では、認知症の人が外に出られたときに探すのに大変だからとい

うことで、ＧＰＳのような装置をということを望まれる人も中に

はいらっしゃるとは思うのですけども、まずはそのお家の中とか

そういったところで介護が必要になったところから、またケアマ

ネさんとか、うちの包括支援センターに御相談をいただきながら、

その人に御本人にとってより良い介護と御家族にとってより良い

方策を考えながら進めていきたいところでございまして、その中

の一つにこういった情報機器の活用というのはもちろん出てくる

とは思いますけど、それが直結するものではないというところを

まずは御理解いただきながら、我々はやはりその認知症の人には

優しい社会というのを一つ一つ考えていくと、やはり優しい声か

けとか、日ごろの見守りの中でどこ行くのかなちょっと向こうの

方へ、普段行かない方向に行ったのを見たよとか、そういう話と

かをいただきながら対応ができるような町、それがよく考えてみ

ると、みんなに優しい町づくりじゃないかというところも、この

認知症についての講習・講義の中では皆さんにお伝えさせていた

だいて、認知症についての理解を深めていただいているところで

す。

御相談を受けるケースによっては、先ほど来お話した介護保険

制度を使ってのレンタル制度もございますということで御提案を

させていただいたり、それも国の施策の中で福祉用具のレンタル

の中にやっと入ってきたような形でもありますので、ある程度状

態としては限定的なものもありますので先ほど御提案いただいた

ネックレスとか腕時計とかというところはまだちょっと入ってき

てないところもございます。
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こういったものについては、ネットを検索していただくと本当

に数多種類がございまして、費用についてもオプションで高いも

のから安価に使えるものまでいろいろでございます。

そういったことについても、ケアマネージャー等々と御相談し

ながら活用していただくことをその御家族の御相談を受けながら

進めていけるといいかなと思っておりまして、認知症全般に対し

て一旦お家を出られたときに、どっちに帰っていいか分からなく

なるおそれがあるからということでＧＰＳ装置の装着について強

く勧めるということは、まずは認知症の理解とか地域の見守りと

かというところを強くしつつ御紹介をさせていただきたいなとい

うところがございます。

これについては、ＧＰＳの装置ばかりではなくて他にもいろい

ろな工夫を県下各市町がやっておりまして、目印になるシールを

貼っていいただくこともやっております。

うちのところでもこういったものについて今検討をしていると

ころでございまして、見守りの力に加えて何かそういったものの

力を借りてできることはないかと模索中でもございますので、御

提案を受けながら今後検討していきたいと思っております。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）丁寧な御答弁ありがとうございました。

先ほど来おっしゃっていらっしゃるレンタルをされているとい

うことですが、よく行方不明老人の同報無線が流れるときがござ

いますけれども、そういったときに例えばレンタルしてる人がそ

ういったものを所持している場合については、そういった内容と

いうのも同時に放送されるのでしょうか。

福祉課長 （ 小澤貴代美 君 ）福祉課長です。

ただいまの佐藤議員の御質問にお答えします。

同報無線での行方不明案件の捜索の呼びかけについては、関連

課に確認いたしましたところ、ここ２年、令和４年度、令和５年
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度については３件ずつあったという記録がありました。

ただその中にＧＰＳ装着の人はおりませんでしたし、そういっ

たことについての放送内容は含まれておりませんでした。以上で

す。

３番議員 （ 佐 藤 明 孝 君 ）分かりました。

それでは冒頭でお話したとおり、森町では今後高齢者が増える

のではないかと思われます。

したがって福祉課で今力を入れていらっしゃる認知症の広報等

こういったものについては、ある意味また同報無線でそういった

ことも流して、さらに周知に努めていただきたいと思いますが、

これについてのお考えを最後に伺いたいと思います。

福祉課長 （ 小澤貴代美 君 ）福祉課長です。

ただいまの佐藤議員の御質問にお答えします。

福祉課地域包括支援センターには、平成29年から認知症地域支

援推進員というのを置いております。

この認証についての研修も受けておりますし、本人も看護師資

格を持っており、認知症に対して大変知見深く、活動をしており

ます。

皆さんに認知症のサポーター養成講座を多く開催し、これまで

に3,000人以上の受講生があるところでございますので、こうい

った内容について今年度も認知症の予防、認知症の普及啓発につ

いては力を入れてやっていきたいということで課の中でも確認を

しております。

今年度はまたこのサポーターの養成講座をやりますし、オレン

ジカフェといいまして、認知症当事者とかサポーターを皆さんで

活動していくものもございます。

こういった活動展開に何回もございますので、その折に同報無

線、公式ＬＩＮＥ、それから包括支援センターのＬＩＮＥでも周
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知させていただきますので、ぜひ皆さんにも御参加いただきたい

と思います。以上です。

（ 午後 １時５８分 ～ 午後 ２時１０分 休憩 ）

議 長 （ ）休憩前に、引き続き一般質問を行います。

一般質問を行います。

11番、西田彰君。

質問は、混合方式です。

登壇願います。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）11番、西田彰でございます。

私は２問、質問をさせていただきます。

一つ目は、休園となっている一宮幼稚園の今後の活用について、

現状では、入園者は今後も望めないと思います。

先ほど岡戸議員からも出生数の問題がございました。

そういった中で、維持費もかかると思います。

つい最近、近くの住民から幼稚園の周りの草刈を要望があって

刈ったようですけども、施設の老朽化も進んでいきます。

早急に活用方法を検討する必要があると思うが、どうか。

二つ目は吉川（太田川）の濁水問題解消についてであります。

ある会合の席で下飯田地区までの太田川にはアユを含む魚がほ

とんどいない、いるのはウナギだけになっているというお声を聞

きました。

濁水で水面が見通せないということもあるだろうが、自然環境

の破壊と言っても過言ではないのだろうか。

漁協の皆さんは諦めにも似た心境だと思います。

企業局との交渉はどうなっているかお聞きします。

アクティ森の売りの一つに吉川の水遊びとバーベキューがあり

ます。

子供をあの水では遊ばせたくない、川底が見えないから危険だ

などの声があります。
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夏場を迎え、営業にも大きなマイナスになると思いますが、対

策はあるのでしょうか。

以上、２問質問します。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）西田議員の御質問にお答えいたします。

初めに、「休園となっている一宮幼稚園の今後の活用について」

申し上げます。

在園児の減少により、令和５年度末をもって一宮幼稚園と天方

幼稚園を休園としておりますが、議員御指摘のとおり、休園の状

態が長く続けば維持費や施設老朽化の問題が生じてくることとな

ります。

しかしながら、昨年度末に休園となったところであるため、ま

ずは、森町における公立幼稚園のあり方、方向性を決定した上で、

休園幼稚園の今後の活用のための検討を行う必要があると考えて

おります。

休園となった後の活用方法につきましては、本年度に開催する

「公立幼稚園のあり方検討会」において、中長期的な方向性を決

定していくことと併せ、休園している幼稚園の活用についても検

討していくこととしています。

また、本年度、「森町こども計画」に併せて策定する「第３期

子ども・子育て支援事業計画」において、新たな教育・保育施設

の必要性の検討や、子育て支援に関する場としての活用の検討を

していくことを予定しております。

これらの検討の結果から、小中学校跡地利活用において進めて

きた手順を参考に、休園後の公立幼稚園につきましては、まずは、

教育・保育施設や子育て支援の場としての活用について検討し、

次の段階として広く意見を伺いながら方向性を決定していくよ

う、進めてまいりたいと考えております。

次に「吉川(太田川)の濁水問題解消について」の御質問にお答

えいたします。
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一点目について申し上げます。

太田川につきましては、町の中心部を南北に流れ、町民の憩い

の場であり、また小中学校の校歌にも、流れも清き太田川が登場

するなど、町のシンボル的存在として、たいへん重要な河川であ

ると認識しております。

太田川の濁水問題につきましては、平成21年の太田川ダム供用

開始以降、徐々に顕在化し、アユ釣りはもちろん川遊びや景観な

どにも影響を及ぼしている状況であります。

濁水の原因が全て太田川ダムに起因しているのではないとして

も、ダムの建設以前と建設以後の河川状況は、様変わりしている

ことは事実であります。

また、近年の気候変動の影響もあり、昨年度、24時間雨量が10

0ミリメートルを越えた大雨の回数は６回あり、こうした大雨の

たびに濁質を含んだ流入水がダム湖に流入するという状況であり

ました。

さらには、令和４年９月の台風15号や令和５年６月の台風２号

による豪雨により町内では多くの箇所が被災し、太田川や三倉川

においても護岸決壊等が多数発生し、現在も復旧工事を実施中で

ありますが、河川内で土砂等を掘削したりする過程で、濁水が生

じているところでもあります。

令和５年度は、太田川でのアユ釣りに関して、太田川漁業協同

組合におかれては、災害復旧事業を最優先とするため、遊漁は断

念するという苦渋の決断をされたところであります。

太田川漁業協同組合の活動は、遊漁のみならず、水質調査や河

川美化、さらには環境教育として、町内外の小学生にアユの放流

体験を実施するなど、太田川、ひいては水の大切さを伝える活動

もしておりますが、濁水問題が長期化する中で、漁協としても非

常に厳しい運営状況となっていることも承知しております。

太田川ダムに起因する濁水を改善すべく、平成27年８月に第１

回太田川ダム濁水対策検討会が立ち上げられ、令和５年度末まで
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に計10回の濁水対策検討会が開催されております。

検討会のメンバーは学識経験者、地元代表者、関係機関、行政

関係者から成り、事務局は静岡県袋井土木事務所河川改良課及び

静岡県河川砂防局河川企画課となっております。

濁水対策検討会において、出された意見や提案に基づき、これ

までに様々な対策がとられてきました。

ダム上流域では濁度計の設置、崩壊法面対策、ダム湖での対策

としましては、早期濁水放流、定期的な貯砂ダムの土砂 浚 渫、
しゆんせつ

ダム下流域では礫間浄化装置やダム直下の減勢工の清掃など、ろ
れき

過設備の設置や清掃管理、河川環境調査等を実施してまいりまし

たが、抜本的な対策とはならず、今日に至っているのが現状であ

ります。

このような中で、昨年８月には県知事に対して濁水の早期解消

につきまして、直接要望を実施したところ、本年１月の第10回濁

水対策検討会におきましては、ダム本体の施設改修案が示された

ところであります。

太田川ダムの濁水原因といたしまして、ダム湖に流入してくる

土砂の土粒子が非常に細かいため、沈降速度が遅く、ダム湖内に

長時間滞留すること、さらにはダム湖内で水温の異なる層が形成

され、ダム湖内では対流が促進されにくいといった特性があるた

めでございます。

改修案の内容といたしましては、現在ある選択取水施設から濁

水の放流量を増やすための設備改築を行うものであり、現行の放

流量の約4.5倍程度の放流量が可能となる改築計画であります。

ただし、これにはダム設備の改修に伴う調査や工事の施工計画、

治水計画の見直し、ダムの共同事業者である静岡県企業局との協

議・調整、工事費の負担など多くの課題もございますが、この改

修案は太田川の濁水解消に向け効果のある対策であると考えます

ので、引き続き県及び袋井土木事務所に強く要望してまいります。

その他にもこれまでに効果が見られると判断されました早期濁
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水放流や躍層低下放流などは、今後も継続して実施していただく

よう働きかけてまいります。

一方で、太田川ダムの機能といたしまして、洪水調整機能があ

り、令和４年台風15号においては、吉川水位計にて約54センチメ

ートルの水位低下、令和５年台風２号では、約37センチメートル

の水位低下に寄与しました。

また、ダム湖内にて流木を捕捉させることで、昨年発生しまし

た橋に流木が流れ着き、河川水をせき止めたことで、道路が決壊

した災害を未然に防止するという治水効果にも期待するものであ

ります。

町といたしましては、ダムの防災上の治水効果はそのままに濁

水の早期解消を図るよう関係機関との連携を密にし、遠州の小京

都森町のシンボルであります、清流太田川の流れを取り戻すべく

必要な対策を強く要望してまいりたいと考えます。

なお、一般質問におきましては、「企業局との交渉はどうなっ

ているか」という問いでございますが、企業局というよりはダム

管理を担当している県交通基盤部及び袋井土木事務所への要望と

なることを御承知おきください。

二点目の「アクティ森における吉川の濁水問題に関する対策」

について申し上げます。

なお、アクティ森の事業においては、吉川と呼んでおりますの

で、吉川として答弁させていただきます。

議員御案内のとおり、夏の時期の吉川には、川遊びを楽しむた

め、多くの観光客が訪れております。

また、アクティ森にも、夏の時期に多くの観光客が訪れ、カヌ

ー体験やサップ体験、敷地内の小川にて行っているアユのつかみ

取りなど、吉川を活用した体験を楽しんでいただいております。

実績といたしまして、カヌー体験は、令和４年度において425

艇、令和５年度には令和４年９月に発生した台風15号の影響によ

り、カヌー13艇が流されたことで実施できませんでしたが、令和
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６年度は５月末日時点において92艇の御利用をいただき、サップ

体験は、令和５年度から開始いたしまして87艇の御利用をいただ

いております。

また、施設内でのアユのつかみ取り体験は、令和４年度におい

て4,022匹分、令和５年度においては3,881匹分の御利用をいただ

いております。

また、吉川の畔にあるバーベキュー広場では、年間を通じてバ

ーベキューを楽しんでいただいております。

現在は、食材から道具、炭まで全てをアクティ森で用意をする

「手ぶらでバーベキュー」と、お好みの食材や器材を持参して楽

しむ「場所貸しバーベキュー」のメニューを用意し、お客様の要

望に応じ、対応をしております。

実績といたしまして、令和４年度において339組2,866人、令和

５年度において278組3,691人、令和６年５月末日時点において67

組898人の御利用をいただいたところでございます。

濁水につきましては、吉川での川遊びを楽しみに訪れる観光客

の減少や、アクティ森の体験メニューであるアユのつかみ取りの

際に、子供たちがアユを見つけることが困難になるなど、夏場が

繁忙期となるアクティ森の経営において、大きなマイナス要因と

なるほか、飲料水が濁るなど衛生面での影響が出ております。

また、吉川や太田川の清流は、遠州の小京都森町を構成する重

要な要素であるため、河川環境の保全は、森町において重要な課

題と認識しております。

濁水対策として、昨年８月に県庁を訪問し、県知事へダム放流

水の濁水解消のため、具体的な施策を実施していただくよう要望

書を提出しております。

また、平成27年８月より組織されております「太田川ダム濁水

対策検討会」には、町に加え、アクティ森も参加し、濁水解消に

向けた検討を重ねております。

アクティ森での濁水対策として、飲料水の濁りを解消するため、
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浄水器を設置したほか、職員による井戸や浄水器等の清掃作業を

実施しております。

その他、川遊び等河川の使用は、自由使用が原則であり、自己

責任で遊んでいただくことが基本ではありますが、安全面での対

策として、川遊びの注意事項を記載した看板を設置し、来場者に

注意喚起を実施しております。

しかしながら、アクティ森では濁水問題を解決することはでき

ないため、安定した経営の実現に向け、川遊び以外に陶芸やバー

ベキュー、レストラン等の利用促進や各種イベントの開催等、自

主努力をしているところであります。

また、「太田川ダム濁水対策検討会」等を通じて、県に対し、

濁水解消に向けた施策の実施を要望していくとともに、井戸等の

清掃作業や川遊びに関する注意喚起等、アクティ森で実施出来る

対策を継続して行ってまいりたいと考えております。以上申し上

げまして答弁といたします。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）それでは、一宮幼稚園のことをまず質問

いたします。

長く親しんできた一宮幼稚園です。

地元の人たちも休園になってしまったということで、非常に寂

しいという声が聞かれます。

隣の愛光園のお年寄りの皆さんも一緒に遊ぶときもあったりし

て残念な思いがあるのではないかと思います。

最近ですけども、一宮幼稚園の利活用について地域から要望が

出されたように聞いているのですけど、担当課に届いているので

しょうか。

もし届いているようでしたら、差し支えなければどんな内容で

要望が出たのか、教えていただければと思います。

健康こども （ 朝比奈礼子 君 ）健康こども課長です。
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課 長 西田議員の御質問にお答えいたします。

一宮地区の連絡会長から直接健康こども課に令和６年３月25日

に要望書が提出をされました。

その要望内容につきましては、令和５年度に休園する一宮幼稚

園の敷地及び施設を貸し出し、保育園又はこども園を運営する事

業所を探していただくことを要望しますというような内容でござ

いました。

要望の理由としましては、いくつか書かれておりますけども、

一宮地区は田園地帯が広がって子育てには良い環境ですと、幼児

教育の施設がなくなることは今後の人口減少につながらないかと

危惧しますということで、一宮幼稚園は県道40号線沿いにあって、

通勤路として利用している親世代は多くいると思います、一宮地

区の幼児数が減少している中ですが、地の利と風土、地域とのつ

ながりを最大限生かしていけば私立保育園又はこども園を呼び込

む条件は整っていると思いますということで、この要望となって

おります。

先ほど言ったように３月25日に提出をされまして、特にその後

回答をいただきたいというようなお話ではございませんでしたけ

ども、その場で内容の確認をさせていただいて、その場でお答え

できることを少しお伝えさせていただいておりますが、まず新し

い保育園、それから認定こども園を新たに作るということについ

ては、今のところ町の考えはございませんというところです。

それにつきましてはその段階ではそうですけども、今後森町の

公立幼稚園のあり方検討を含めて検討していく中ではありますけ

ども、それと今後新たに保育園や認定こども園が森町に必要なの

かどうかということについても検討しなければいけない。

子供の数が減ってる中で、そういう新たな保育施設が必要なの

かどうかということについてはなかなか難しいのではないかとい

うことで今後検討いたしますとお答えさせていただいておりま

す。以上です。
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11番議員 （ 西 田 彰 君 ）答弁にもございましたように、町民にお

話を聞く中では隣に愛光園がある、またその愛光園もこの近隣市

町で保育園やこども園を運営しているということで、愛光園にそ

ういったものを運営できないかということを言ったらどうだとい

うようなこともちょっと聞きました。

ですので少し愛光園に尋ねまして、一般論ですけども、現実、

子供が少なくなっている。

そして、建物がちょっと古く、そして場所が狭すぎる。

それと最近の保護者は、新しいところや綺麗なところへ子供を

入れたい。そういう要望が非常にあるということで、このまま一

宮幼稚園を借りるとか、それを新たに使うとかいうのは難しいの

ではないかというような、これは一般論でおっしゃったと思いま

すけども、確かにそれを聞くと、遊具とかそういうものはそうな

ってます。

建物もちょっと狭いという感じはしますけども、なるほどなと。

そういうようなことを感じました。

ですので、これから町がどう維持管理、また活用をどうするか

というのを検討する上でも、あまりいい方向にはいかないのでは

ないかなと私はその話を聞いてちょっと感じました。

ですから、例えば愛光園さんのお年寄りの人たちと交流ができ

るような、建物も取っちゃって広場的にするとか、そういったも

のしか使えないのかなという、一般論ですけども、お聞きした上

ではそう感じたわけです。

それでこれは一つの参考、行政がこれから検討していく上で参

考にはなると思いますが、いやもっとこういうやり方ありますよ

ということがあれば、一宮住民としてはもう今の施設を使ってい

ただいて、賑やかさがまた戻れば非常に嬉しいわけですけども、

その辺を町が今後どれぐらいの期間をかけてどうしていくかとい

う計画性はあるのでしょうか。
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健康こども （ 朝比奈礼子 君 ）健康こども課長です。

課 長 西田議員の御質問にお答えいたします。

活用については、答弁の中でもありましたように今年度幼稚園

のあり方検討会、それから「森町子ども計画」関係の策定委員会

の中である程度の方向性を決めていきたいなと考えているところ

でございますので、まずその結果、どこまで、どの期間でという

ところについては、今のところまだ具体的には決まっておりませ

ん。

ですので、今年度の結果を受けて今後どういう形がいいのかと

いうことについては、やはりまだ議論が必要かなと思っておりま

す。

それから施設の利活用の関係ですけども、新たに認定こども園

や保育園を作るということはなかなか難しいと感じております

し、ただその施設の利活用、何もしないのかとなるとそこについ

てはまだこれから、例えば子育て相談の場であるとかそれから療

育の場であるとかというところに活用していくという方向性もあ

るのではないかなというところは考えております。

しかしながら、その施設も昭和61年３月に改築されてもう38年

が経過しているところでございますし、多少雨漏り等をしている

ということから老朽化も進んでいくと思われますので、なかなか

活用が進んでいかない中では建物をなくすとこともあるのかもし

れませんが、今の段階ではまだそこについては、言及できないか

なと思っております。以上です。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）良い方向性に持っていっただけいただけ

ればと思います。ぜひお願いします。

太田川ダムの濁水の関係ですが、これ、ダムの貯水状況とちょ

うど雨の後だったものですから水を出していました。

こう見ても水が緑なので、どっちが山なのか、このような感じ
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で濁っています。

ここに看板がございます。「美しい川が次代を育てます」と。

看板が泣いています。

そのような感じで本当に濁りがひどいということです。

これは雨の後で水を出してるときで川の濁りが分かるわけです

けど、土日は澄んでいました。

澄んでいるのですけど、魚の影は全然見えないという状況です。

非常に残念です。

2023年の６月頃に１回、漁協の皆さん、そして今お話のあった

ように昨年夏に要望を県に出したということで、何か25億の予算

が10年間かけてこの濁水を解消するために、計画されるというこ

とですが、2019年に八千代エンジニヤリングが濁水対策をいろい

ろ検討したようです。

ホームページを見させてもらいました。

しかし、抜本的な対策はもう全くできない、現状把握にとどま

っているようです。

それで、私はもうこの状態であるならば、やはり漁協やアクテ

ィ森もそうですけど、補償問題が浮上してくると思います。

そういった補償問題、そして資源の保護対策、資源保護は濁水

が解消されないと、もう魚も住めないという状況ではどうしよう

もないわけですけども、全国のダムで多かれ少なかれこの濁水問

題があります。

なかなか解決しないという中では、補償をさせるというのも一

つの地元に対する対策と言っていいのか分からないですけど、や

はり解決しないなら補償してほしいという声も出てくるわけで

す。

そこら辺は町として補償させるというようなことは考えること

ができるのかどうか、それをちょっとお聞きします。

建設課長 （ 岡 本 教 夫 君 ）建設課長です。
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ただいまの西田議員の御質問にお答えいたします。

先ほど町長の答弁の中で、昨年８月に県知事宛に要望しておる

ということでございましたが、この中で営業補償ということにつ

きましてもちょっと触れておりまして、特に観光施設のアクティ

森、コテージ等でございますが、こちらではその濁水の影響で浄

水器の設置や利用客へのペットボトルでの対応をしたとかアユの

放流中止による釣り客の減少と営業収入の減少がありますという

ことを一応訴えた上で、町に補償というよりはまずは漁協さんに

金銭的な補償というものができませんかということで、その点に

つきましては、その要望の中で知事にはっきりと申し上げており

ます。以上です。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）あそこは鍛治島ですか、アユの友釣り用

のおとりアユを売っているところがありますけど、そこでちょっ

とお聞きしたら、土曜日・日曜日、水がとても綺麗ですけど、買

いに来た人いますか、一人来ましたと言ってました。

そういった個人でやっているところというのは、漁協とどうい

う関係があるか私ちょっと分かりませんけども、補償対象にはな

るのですか。

建設課長 （ 岡 本 教 夫 君 ）建設課長です。

自分でもはっきりしたことはちょっと申し上げられませんが、

今議員がおっしゃってるところは、下問詰でおとりアユ販売して

るところかなと思いますが、多分そちらのアユというのは漁協さ

んから買われてるのではないかなと、ちょっと想像ですのではっ

きりとは分かりませんが、そうだと思いますのでその問題につい

て、はっきりした答弁というのはちょっとできかねますので御承

知おきください。以上です。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）それで、これは担当課からお話は全然な
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かったのですが、昨年10月４日に、遠州水道、新寺谷浄水場で水

道水の異常な臭気、臭いが発生したというのが出てました。

これプランクトンによる臭気物質が検出をされたそうです。

２－ＭＩＢ（メチルイソボルネオール）、そしてジェオスミンと

いう物質、これは太田川ダムの濁水が原因のようです。

この水道水に軽減策として、活性炭を今注入をしているそうで

す。

これは水道課では把握していいたのでしょうか。

上下水道 （ 小 坂 一 郎 君 ）上下水道課長です。

課 長 西田議員のダムの水が補償の対象になるかということで、上下

水道課として内容は承知しているかということの質問でございま

す。

こちらにつきましては、遠州水道の受水市町の水道担当課長会

議におきましても議題に上がっておりまして、内容については、

一部承知をしているところであります。以上です。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）人体に影響はないということであります

が、これが先ほど県の対策として10年間をかけて、24、25億の予

算がついているということを聞いているのですけど、今後10年間

もかけてやってる間ずっと濁水を取水し続けて、活性炭をずっと

入れていかなければいけないということになるわけですけど、そ

れが町民が飲む水道水で本当にいいのかどうかということもちょ

っと問われてしまうのですが、いかがでしょうか。

上下水道 （ 小 坂 一 郎 君 ）上下水道課長です。

課 長 西田議員の今後についての御質問にお答えします。

太田川の濁水対策としましては現在検討されております。

先ほどもお話にもありました設備の改修についても、確かに今

後、調査や設計工事費の負担等が懸念されているところではあり
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ます。

こちらの費用につきましても、おっしゃられるとおり今後、受

水費に含まれることも考えられております。

このため遠州水道を受水しております市町と連携いたしまし

て、県企業局から随時情報収集をしつつ、協議をいたしまして、

構成市町の負担が最小限となるよう、経営努力等による費用上昇

の抑制を求めていく考えでございます。以上です。

上下水道 （ 小 坂 一 郎 君 ）上下水道課長です。

課 長 水質に関しましてですけれども、事務局としましても当然、上

水道として問題のないことで対応、対策をとっていくということ

で伺っておりますし、こちらの水質についても報告を受けており

ます中では、上水道として問題のない検査結果で上水道を受水を

しているというところで、今後も注視していくところでございま

す。以上です。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）何回も言うようですけど、県が25億のお

金を今後10年間かけて予算化して対策を立てていくということで

ありますが、町がどうのこうのできる問題ではないので、先ほど

言ったように、補償そして今の水道水が安全安心で飲めるような

水道水を供給してもらわなければいけないわけですが、最後に太

田川ダムの計画取水量、計画したときの取水量と、今現実各市町

が消費する水道量、それはかなり差が出てきているのではないか

と思いますが、分かればその計画水量がいくつで、今、実際袋井

や森町が取水する量というものがあると思いますけども、ちょっ

と分かれば教えてください。

建設課長 （ 岡 本 教 夫 君 ）建設課長です。

ダム建設時当初の計画取水量というのは自分では把握しており

ませんが、今、日当たりの契約水量というのは１日当たり8,500
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立方メートルということで、それが基本契約水量になってござい

ます。以上です。

11番議員 （ 西 田 彰 君 ）おそらく袋井も磐田も計画からかなり節

水意識も高まって、少なくなってると思います。

極端なことを言えばこの太田川ダム、結局、利水と洪水と二つ

の役目を持っているわけですけども、この濁水が本当に今後もう

10年、20年かけて25億かけても解決しないとなると、もうずっと

駄目ということになりますけども、利水に関しては、今の寺谷浄

水場は新と旧と二つあるわけですけど、もう十分一つで間に合う

というような状況になっていく可能性もある。

そういう中で、もう洪水対策、治水、利水、治水を目的とした

ダムに変えるということも、もう他にないではないかなと、極端

なことは言うと私は思っているのですがどうでしょうか。

建設課長 （ 岡 本 教 夫 君 ）建設課長です。

先ほど町長の答弁の中で申し上げましたのは、選択取水設備の

放流量増強ということで、濁った水を早くダムの外に出すという

ような目的で改築をするということで、これはあくまでも一つの

手段ということで、これは本当に効果があるかどうかという検証

をした中でこれから進めていくということでございます。

これが終わりではなくて、これがもし駄目だった場合は、その

後の対策、清水バイパス、濁水バイパスという２本の対策案とい

うのが示されているわけでございますけれども、もし、今回のこ

の選択取水設備の改築がそれほど効果がないとなれば、もう少し

抜本的なバイパス関係の整備を行っていただくように町から県に

要望していくという流れかと思います。以上です。

（ 午後 ２時５４分 ～ 午後 ３時 ５分 休憩 ）

議 長 （ ）休憩前に引き続き、一般質問を行います。
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５番、川岸和花子君。

質問は、一問一答方式です。

登壇願います。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）５番、川岸和花子でございます。

通告のとおり、以下の質問１問をさせていただきます。

１、地震など大災害発生時の町民救済への準備について。

安心・安全、災害に強い地域、防災力の高い町づくりの観点か

ら質問いたします。

今年１月１日に発生した能登半島地震は大きな被害をもたら

し、いまだ復旧も思うように進まない状況であります。

いつ発生してもおかしくない、南海トラフ巨大地震と避難せざ

るを得なくなったときの町民を守るための準備について伺いま

す。

１、能登半島地震では、断水による水の補給や下水トイレにつ

いても問題になりました。

上水道について、災害で使用できなくなったときを想定して、

どのような対策をしておられるでしょうか。

下水道が敷設されている地域について、災害で使用できなくな

ったときを想定して、どのような対策をしておられるでしょうか。

２、災害関連死が問題になっており、特に体力的に弱い人への

配慮が必要だと思いますが、要配慮者に対する対策は。

３、各町内会の自主防災組織の活動は大変重要な役割を担うと

想像できますが、具体的な対策で意識喚起をしているかどうか。

４、仮設住宅と二次避難としての対策を考えられているかどう

か伺います。以上です。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）川岸議員の「地震など大災害発生時の町

民救済への準備について」の御質問にお答えいたします。

一点目の「能登半島地震での断水による水の補給や、下水・ト

イレについての問題」について申し上げます。
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初めに、「上水道について災害で使用できなくなった時を想定

してどのような対策をしているか」でございますが、能登半島地

震により石川県では、被害の大きかった珠洲市や輪島市など、能

登半島北部を中心に最大でおおよそ11万戸が断水しました。

自衛隊を含め全国各地から応急給水活動の支援があり、本町か

らも４回にわたり計12人が応急給水活動に参加いたしました。

これらの応急給水活動において、一部地域では配水池の水位が

低下したため、応急給水の水が不足したことが報告されておりま

す。

本町におきましては、森町水道事業基本計画(平成16年策定、

平成28年更新)に基づき、「強靭な水道」という観点から、老朽
じん

化した施設の計画的な更新、耐震化により、施設の健全性を保ち、

災害に強い水道を目指すこととしております。

この整備の一つとして、配水池の増設及び耐震化を、重要な施

設整備事業として計画し、実施しております。

本町内には、北部・南部・西部の三つの配水池があり、平成23

年に耐震診断を実施しております。

この三つの配水池につきましては、全て耐震性を有しているこ

とを確認しておりますが、昭和54年度に 竣 工いたしました北部
しゆん

配水池、昭和51年度にしゅん工いたしました南部配水池につきま

しては、屋根ドーム部分の経年劣化が進んでおり、地震時に崩壊

のおそれがあり、貯水への影響が懸念されるとの結果でした。

このため、北部及び南部配水池につきましては順次増設・耐震

化の整備を進めており、北部配水地につきましては、令和４年度、

令和５年度の２年間で増設工事を完了し、今年度には既設配水池

の改修工事を予定しております。

今後、南部配水池につきましても、北部配水池と同様に、大規

模地震にも対応できるよう増設・改修工事に取り組んでまいりま

す。

また、断水の大きな原因としましては、水道管の破損による漏
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水があげられますが、こちらの対策といたしましては、令和元年

度に策定いたしました管路更新計画に基づき、下水道事業整備に

よる更新と併せて、耐震管若しくは準耐震管に順次更新しており

ます。

今後も計画的な老朽管の更新により耐震化率の向上に取り組

み、配水池の増設・改修工事と併せまして災害に強い水道施設の

整備を行い、安全・安心な水道水の安定供給に努めてまいります。

なお、災害により上水道が使用できなくなった場合の対策では、

地域防災計画における給水計画として、飲料水の確保が困難な地

域に対し、給水期間、給水場所を事前に同報無線や広報車等によ

り住民に周知し、給水車等で給水拠点へ運搬給水を行うことにな

っております。

避難所には、個人用の給水袋やポリタンク、500リットルの給

水コンテナなどが保管され、２トンの容量の非常用給水タンクも

設置しております。

また、各自主防災組織における、非常時の給水手段では、プー

ルや耐震性防火水槽等から、ろ水機を使用し飲料水を供給するこ

とになっておりますので、これまでも、ろ水機の管理につきまし

ては自主防災会により行っていただいておりますが、今後も発電

機や可搬式ポンプなどと同様に管理をお願いしてまいりたいと思

います。

次に「下水道が敷設されている地域について災害で使用できな

くなった時を想定してどのような対策をしているか」についてで

ございますが、下水道施設が被災した場合、公衆衛生問題や交通

障害の発生ばかりか、トイレの使用が不可能となるなど、住民の

健康や社会活動に重大な影響を及ぼします。

議員御質問の災害で下水道の使用が停止した場合の対策につき

ましては、下水道整備区域内を含めたすべての指定避難所のトイ

レは、森町地域防災計画において「森町震災時し尿及びごみ処理

対策マニュアル」により、避難所における１日当たりのし尿処理
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量から仮設トイレの必要数を定めており、現在予備も含め166基

の組み立て式の仮設トイレを備蓄しております。

各避難所の防災倉庫には５基の仮設トイレが配備されておりま

すが、必要に応じて拠点防災倉庫から各避難所に運搬することに

なっております。

し尿処理については、衛生面を考慮し２日から３日に１回は運

搬・処理を行うこととし、「災害時におけるし尿等の収集運搬等

に関する支援協定」に基づき、有限会社森町衛生社へ支援協力を

要請することになっております。

避難所の仮設トイレ等の問題につきましては、過去の大きな震

災において多くの課題が浮き彫りとなっており、特に衛生面でト

イレの使用を控え体調を崩す避難者も多くいるとの報道等もあ

り、トイレの環境面での課題が大きな問題となっております。

能登半島地震で有効とされたのが簡易トイレや携帯トイレとい

われており、１回の使用ごとに燃えるゴミとして処理するため衛

生面で有効な手段と思われますが、備蓄数の問題もあるため仮設

トイレとの併用など運用面での検討が必要であると考えておりま

す。

なお、自宅避難者でトイレが使用できない場合も、簡易トイレ

や携帯トイレが有効であると考えられるため、これまでも各家庭

での飲料水や食料の備蓄については呼びかけてまいりましたが、

過去の震災でもトイレの問題が第一に重要であるということを教

訓に、携帯トイレなどの備蓄についても町民に呼びかけていきた

いと思います。

二点目の「災害関連死が問題になっており、特に体力的に弱い

人への配慮が必要だと思うが、要配慮者に対する対策は」につい

て申し上げます。

まず、災害関連死の定義について申し上げます。

災害関連死とは、災害による直接の被害ではなく、避難途中や、

避難後に死亡した者の死因について、災害との因果関係が認めら
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れるものをいいます。

死因といたしましては、肺炎などの呼吸不全、脳血管障害、心

臓病が多いものの、幅広い事例が災害関連死と認められておりま

す。

災害関連死は、持病がある人が定期的な内服ができなくなるこ

とによる持病の悪化、トイレ環境が悪いことによる水分の摂取控

え、適切な食事の提供ができないこと、精神的なストレス、運動

不足、居住環境の変化等から、脳卒中や心筋梗塞、肺炎等を発症

するリスクが高まって起こると考えられております。

災害関連死を防ぐには、避難所の環境改善や適切な医療提供、

要支援者の避難先把握、幅広い健康支援が大切だと考えられます。

避難所の環境改善では、トイレ・食事・べッドの整備と改善が

重要であり、状況に応じて、要介護者等については、福祉避難所

の利用を進めていくことが必要であります。

適切な医療提供は早期から災害医療派遣チーム（ディーマット）

の受入れを行い、必要な処方や応急処置等を実施してまいります。

要支援者の避難先把握は、避難行動要支援者リストの登録をす

すめ、避難所であればその人の把握が可能でありますが、車中泊

や別の場所での避難等、把握ができない場合には身近な人や地域

の協力が必要となります。

健康支援では、災害時健康支援マニュアルを作成し、発災後か

ら概ね２か月後までの期間において救護所や避難所、自宅等での

被災者の健康調査や情報収集、健康相談、衛生管理、心のケア、

予防教育、医療チームとの連携を実施していくこととしておりま

す。

また、他県、他市町村からの保健師チームの派遣があり、その

受入れを実施することで、必要な健康支援が可能となります。

これらのことを踏まえて、平時から要配慮者に対する対策とし

て、各町内会長さんと各地区民生委員・児童委員さんの御協力を

いただき、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を作成してお
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ります。

ここで防災上の要配慮者とは、高齢者、障がいのある人、乳幼

児、妊産婦、性的マイノリティ、傷病者及び外国人等、避難や支

援に特段の配慮が必要とされる人とされております。

このうち、災害時に自ら避難が困難な在宅の人で、特に避難行

動に家族以外の支援を要する人を避難行動要支援者として把握

し、避難行動の円滑かつ迅速な確保を図り支援を実施するため、

御本人の同意を得て、名簿を作成することとなっております。

さらに、個々に適切な支援が実施できるよう可視化するための

個別避難計画を作成することとされており、現在森町では避難行

動要支援者名簿登載が329人に対し314人の個別避難計画が作成さ

れております。

これら避難行動要支援者名簿と個別避難計画は、各町内会長さ

んと各地区民生委員・児童委員さんに毎年６月頃から９月頃にか

けそれぞれのお宅を訪問しながら、内容を見直していただいてお

ります。

地域防災計画にも示されている避難行動要支援者名簿と個別避

難計画を作成することで、避難が必要とされた場合、自らでは避

難行動が困難な人々に適切な支援を届ける体制が整えられるわけ

ですが、実際の支援では支援者として名簿に記載されている隣近

所の人を始め、身近な人々、顔を見知った人々に支援者となって

いただきますので、平時からの良いコミュニケーションが大変重

要であります。

毎年それぞれのお宅を訪問していただくのも大変なことと存じ

ますが、行政の職員でなく、身近な存在である各町内会長さんや

各地区民生委員・児童委員さんが、記録の内容確認と併せて、要

支援者の人々と互いにお顔を見て、声を掛け合いながらコミュニ

ケーションを図っていただく大切な機会でもあると考えておりま

す。

三点目の「各町内会の自主防災組織の活動は大変重要な役割を
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担うと想像できるが、具体的な対策で意識喚起をしているか」に

ついて申し上げます。

自主防災組織への意識喚起につきましては、例年、梅雨の時期

に入る前に各自主防災会の役員をはじめ、学校関係者等にも御出

席いただき、旧中学校区単位で防災連絡会を開催し、防災講話や

避難所運営訓練などを実践し、自主防災組織の役割について御説

明させていただいております。

特に「共助」の点では、災害が発生し一定期間避難所を開設す

る場合は、避難所の運営を行政から自主防災組織に引き継いで担

っていただくことになるため、自主防災組織の協力は不可欠であ

ります。

そのほかの対策としましては、毎年、土砂災害防止月間の６月

に県の砂防課や町の建設課、防災課が連携し、土砂災害の危険の

おそれのある町内会を選定し、自主防災会や地元消防団が中心と

なって、町内会の緊急避難場所である公民館への避難訓練や防災

講話を実施し、防災意識の高揚を図っております。

また、防災資機材の整備に関しまして、指定避難所の備蓄品や

資機材の整備を町が行うのに対し、各自主防災組織の防災資機材

については、自主防災組織資機材整備費補助金制度を利用し整備

を行っていただくよう周知し、防災資機材の充実を図っていただ

いております。

なお、大雨や台風などによる被害をできるだけ少なくするため

には、行政の対応とともに、「自助」として町民の皆様が自ら行

動していただくことが重要になってまいります。

町では、今年度の事業といたしまして、浸水被害に備え、町民

自ら土のうを作製していただくため、役場敷地内に土のうステー

ションを設置いたしましたので、準備が整い次第、町内回覧等で

発信し、多くの町民に御利用いただきたいと思います。

議員御発言のとおり、災害時において自主防災組織の役割は大

変重要であり、「公助」だけでは限界があるため、「自助」、「共
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助」を実践し、力を合わせることで地域防災力の一層の向上が図

られると考えます。

今後も町が実施する防災訓練等において自主防災組織との連携

を強化してまいります。

四点目の「仮設住宅等、二次避難としての対策を考えられてい

るか」について申し上げます。

二次避難につきましては、一度避難所に避難した者のうち、避

難生活の長期化により健康に支障を来すと判断される者を一定期

間受け入れ、健康を回復させることを目的とするものであります

が、特に、一般の避難所では生活が困難な障がいのある人や医療

的ケアを必要とする人等の要配慮者を受け入れる場合、二次避難

先として福祉避難所等がございます。

この福祉避難所につきましては、現在、10の町内福祉施設に福

祉避難所開設の協定を結んでいただいており、被災時には、それ

ぞれの施設の被災状況を確認しつつ、要配慮者の受入れを要請し

ていくこととなります。

町内福祉施設での受入れ可能人数は、面積での計算上は全体で

287人となりますが、各施設における備蓄品の数量や従事者の状

況により受入れ可能人数が制限されるため、避難にあたっては、

福祉的トリアージとして優先順位を確認し調整していく必要がご

ざいます。

この他、災害時における要配慮者の受入れ先として、豊田合成

株式会社とは、町の指定避難所における集団避難が困難な障がい

のある人等の福祉的避難先として、森町寮(サンヒルズ森)の施設

の一部を一時避難所として利用する協定を締結しております。

また、本町からも障がい児が通う静岡県立袋井特別支援学校と

は、校庭や体育館等を災害時に要援護者の避難施設として使用す

る覚書を締結しております。

今後は、協力施設の拡大と、受入れ人数の拡大、また、そのた

めに必要な福祉施設への支援等を検討し、少しでも多くの人の生



- 86 -

活の安全確保につなげてまいりたいと考えております。

次に、災害救助法が適用され、大規模災害により住家を失い、

自らの資力では住宅を確保できない被災者に対して、県が提供す

る応急的、一時的な「応急仮設住宅」につきましては、空き地に

プレハプ等を建設し、被災者に提供する「建設型応急仮設住宅」

と、空き室となっている民間賃貸住宅を借り上げて、被災者に提

供する「賃貸型応急住宅」の２種類がございます。

本町の応急仮設住宅の対応は、「森町地域防災計画」により「建

設型仮設住宅」については、必要戸数を313戸とし、公有地等を

利用した建設可能用地及び戸数を、町営グラウンド敷地に120戸、

北戸綿第１公園敷地に54戸、天竜浜名湖鉄道遠州森駅駐車場敷地

に28戸、天竜浜名湖鉄道遠江一宮駅西側敷地に12戸、天竜浜名湖

鉄道遠江一宮駅東側敷地に４戸、旧天方小学校グラウンド敷地に

88戸、合計６か所、306戸を建設可能戸数として、必要戸数に対

して建設可能戸数が不足する分につきましては、学校敷地内のグ

ラウンド等を検討することとしております。

また、「賃貸型応急住宅・公営住宅」については、災害時にお

ける被災者用の住居として利用可能な公営住宅や民間賃貸住宅の

把握に努め、災害時に迅速にあっせんできるよう、あらかじめ体

制を整備するものとしております。

町営住宅の利用については、大規模災害により被災した住宅困

窮者に対して、被災者の自立した生活の開始を支援することを目

的として、令和４年９月に「森町災害による町営住宅の目的外使

用に関する要領」を定め、使用期間を原則３か月とし、町営住宅

の一時的利用を可能としております。

令和４年９月の台風第15号による災害では２世帯４人、令和５

年６月の台風第２号による災害では３世帯７人が、一時的に天宮

団地に入居され、そのうち台風第２号により被災された１世帯２

人につきましては、県の災害復旧工事完成の遅れにより、現在も

入居されております。
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また、令和６年能登半島地震被災者への町営住宅の提供としま

して、天宮団地２戸の提供を公表しております。

避難所生活から二次避難もしくは仮設住宅への入居等について

は、避難者の被災状況や健康面、家計状況、住まいの再建支援の

必要性等を考慮し、進めてまいりたいと考えております。

今後も二次避難の対策につきまして、計画の精査や現況の把握

に努め、緊急性等を考慮し、迅速に対応できるよう努めてまいり

ます。以上申し上げまして答弁といたします。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）では、上水道の点からまいります。

北部配水池が新しいものが増設されまして、第二常任委員会で

も視察に行っております。

また、それと合わせて排水管の老朽化の布設替えも併せて行っ

ておられまして、配水池については大きな事業でありますし、こ

の老朽管の布設替えも大変お金のかかることですので、開始以来

上げていなかった水道料金も見直して値上げをしているという状

況です。

この北部配水池についてですけれども、これはもう何年も前か

ら大きな地震が来たときには必要だということで計画されてきた

と思うのですが、その見学に行かせていただきますと、今現在の

古い配水池があって、その隣に新しい配水池が建設されたという

ことで並んでいるのですけれども、この後は古い配水池の天井の

部分が落ちないように、これから新しくするという計画だという

ところまで伺っておりますが、その２個並んでるというどういう

仕組みで、災害のときはどう活用されるのかということを伺いた

いと思います。

上下水道 （ 小 坂 一 郎 君 ）上下水道課長です。

課 長 川岸議員の再質問にお答えいたします。

配水池の改修、増設工事の詳しい内容についてということで理
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解して、再質問にお答えいたします。

配水地の有効容量につきましては、水道施設設計指針によりま

して、１日最大給水量の12時間分に、消火水量を加えたものとさ

れております。

従前の今までの北部配水池の貯水容量1,500立方メートルは７

時間から８時間程度の容量であるため、新たに1,000立方メート

ルの貯水容量を持つ配水池を増設し、合計貯水容量2,500立方メ

ートルで14時間を超える容量となりました。

今後計画されております南部配水池におきましても、同様に90

0立方メートルの貯水容量を持ちます配水池を増設し、既設の1,5

00立方メートルと合わせまして2,400立方メートルの貯水容量と

なる予定でございます。

また、配水池は点検、清掃、修理等維持管理面を考慮すれば、

二つの施設以上にすることが望ましいとされていることから、北

部・南部配水池ともに２施設による運用といたしました。

各配水地につきましては、地震時の揺れを感知する地震加速度

計と排水管等の破断による大量漏水を検知する排水流量計により

強制的に排水を止める緊急遮断弁を設置してございます。

被災時には、この緊急遮断弁が自動的に排水を止める仕様とな

っておりまして、大量漏水による貯留水の流出を防ぐ構造となっ

ております。

本年度の北部配水池改修工事、今後計画されております南部配

水池増設及び既設配水池の改修工事を完成してました暁には、南

北各配水地、それぞれ２基の配水池のうち、それぞれ１基につき

ましては、先ほど御説明しました緊急遮断弁を完全に閉塞するこ

となく、少量を排水することにより、被災直後の火災発生等に対

する災害対策用水量を確保いたします。

南北それぞれもう１基の配水池の緊急遮断弁につきましては、

完全に排水を遮断いたしまして、被災後の飲料水を確保する計画

となっております。
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これにより、被災後の応急給水用の貯水容量は、南北配水池合

わせまして2,500立方メートルとなる予定でございます。

耐震化計画等策定指針によりますと、地震発生から３日までは、

一人１日当たり３リットル、10日までは20リットル必要とされて

おりますが、南北配水池合わせまして2,500立方メートルは森町

の人口の１週間以上の応急給水用の貯水容量となります。

両配水池ともに、給水車への直接直結給水が可能な給水港を設

置してございますので、当町の給水車をはじめ、自衛隊を含め、

全国各地から応急給水活動の支援で来ていただいた給水車等によ

り、被災直後から、両配水池を利用しての給水活動が可能となる

予定でございます。以上でございます。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）今の御説明でその地震が実際起きたとき

は、緊急遮断弁が閉じてそれも全部閉じるわけではなくて、大量

に流出するのを止める、また適切な量は流すという素晴らしい仕

組みになってるなと思いました。

そして、また森町の人口をを賄える水また消火用の水量も考え

ておられるということも伺って、すごく水の点で安心できるなと

思います。

今、北部配水池ができるところですけれども、今後も南部配水

池を作っていかれるということで、非常に意味があるなと思いま

した。

それで今回この質問を立ち上げた理由は、やはり町民で能登半

島地震を見て森町はどうなっているんだという御意見をたくさん

伺うようになって、それでこういう質問をしているわけですが、

その能登半島地震では消火栓が破断されて使えなくなったという

ことで火災が止められなかったという惨事がありました。

なので今回その火災消火用の水も確保してあるということです

が、それをどう対応するのか、またその他に対策はしてあるのか

ということを伺います。
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防 災 監 （ 小 澤 幸 廣 君 ）防災監です。

川岸議員の御質問にお答えします。

消火栓が破断・損傷した場合の対応でございますが、消防の水

利としましては耐震性の防火水槽、また河川の水利というものも

水利といたしていますので、そちらで消防の水利というものは確

保していきたいと考えております。以上です。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ） 消火・消防用のことも考えられている

ということで受け取りました。

次に、その下水の施設が壊れたときということを申し上げたい

のですけれども、下水施設が壊れて使えなくなったということで、

今までの東日本大震災も阪神淡路大震災のときも、やはりトイレ

が非常に汚かった、不衛生になったという問題がありました。

そしてこの能登半島地震におきましても飲み水もそうですけ

ど、やはり排水に非常に困ったというお話を伺っております。

やはり人間ですから仮設トイレが来るまでに、トイレに行きた

くなるわけじゃないですか。

そうすると、もう１日２日来なかったらもうあふれかえってし

まうということで、そういう避難所に行っていた人がトイレに行

かないとか気分が悪くて食欲が出ない等々で弱っていくから、先

ほどの話にあった関連死というような話にもつながっていくわけ

でございます。

それで要配慮者、高齢者、障がい者は、町で避難行動要支援者

名簿を作っていると。そして、個別計画をそれぞれに作っていた

だいて、民生委員さんや児童委員さんだけではなくて、近所の人

や自分が頼れると思ってる人を巻き込んでの計画ということなの

でしょうか。

このところの目的等、詳しく教えていただけたらと思います。
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福祉課長 （ 小澤貴代美 君 ）福祉課長です。

ただいまの川岸議員の御質問にお答えいたします。

避難行動要支援者名簿や個別避難計画の作成については、近所

の人や民生委員・児童委員等の御協力いただいて、どのような作

成になっているかというところかと思います。

答弁の中にもありましたとおり、避難行動要支援者については

要配慮者の中でも介護度が３以上だったりとか、障害者の手帳も

１・２級を持っていらっしゃたりとかということで、絞り込んで

対象を考えているところではございます。

また、そういった人については避難の際、配慮しなければいけ

ない、個別の事項がたくさんございます。

どの部分に障がいがあるのかとか、どういったところにこの人

の特性があるのかとか、コミュニケーションをとる方法は何なの

かとか、お使いになっているお薬はどういったものでこれはどの

頻度でお使いにならないと健康に支障が出るのかとか、そういっ

たことをそれぞれ書き記したものが個別避難計画になります。

どれだけ大勢の人がこの地域に避難の際に助けを必要とされて

いるのかというところが名簿で把握ができ、その中でもそれぞれ

の人がどういった部分に配慮しながら避難行動を実際しなければ

いけないのかというのを関わってくださる人により理解していた

だくよう可視化したものが個別避難計画になります。ここには支

援をしていただく人、それから連絡先等のお名前を寄せていただ

くことになっております。

御近所付き合いが薄い人になりますと、どなたに頼んでいいん

だろうということもございます。そういった場合に我々のところ

では、とりあえず例えば町内会長さんとか民生委員さんとかされ

てしまうと、町内会長や民生委員がどれだけ身を割いても、いろ

いろなところに一度には向かえませんので、そういったことのな

いように、それぞれの人に一番近くで少しでも支援ができる人を

支援者としてお名前をいただくようにお願いをしながら、そうい
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ったお話は個別によっていただきながら町内会長さん・民生委員

さん御理解のもと計画書を作っていただいて、こちらで一定期間

に御提出いただきながら、内容の確認をさせていただいて、福祉

課といたしましては、12月の地域防災の訓練のときにお役立てい

ただけるよう11月くらいまでには整備をして、またお返しをする

というようなサイクルでこの整備を行っているところでございま

す。以上です。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）よく分かりました。

やはり要配慮者の避難というのは非常に大切だと思いますし、

まず避難するとしても福祉避難所ということが先ほど出ましたけ

れども、そちらはおそらく老人施設であるとか、今実際稼働して

いる施設に入ることになると思うのですけども、被災したら全員

が被災していることになるので、みんながパニックになってると

ころでそういう介護や支援が必要な人を受け入れるというのもそ

んなたくさんは受け入れられないと想像します。

ということは、どうしても福祉避難所に行かないと命が助から

ないような人以外は、やはりまずは避難所に行ってもらう、健常

者が集まるような避難所に行ってもらうということになると想像

するんですけれども、やはり被災しているストレスもありますし、

避難所での生活の変化としてのストレスもありますし、不便さも

そうなので、やはりそれでも一時避難所に行ったときに要配慮者

というのは特に配慮しなきゃいけないだろうと思います。

その他にも、やはり女性とか子供とか今回の震災のときもそう

ですが、授乳を見られただとか、そういう被害もありましたので、

そういう要配慮者、例えば女性だけが入れる公民館をここはもう

それ用にしてしまうとか、ここは配慮の必要な人が利用する、町

内会のここの公民館をもうそのように分けてしまうなど、そうい

う活用を実際にいざ今地震が来たときにそういう大変な人に配慮

するための仕分けという計画をしていかなければいけないと思う
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のですけれども、その点はどう考えられますでしょうか。

防 災 監 （ 小 澤 幸 廣 君 ）防災監です。

ただいまの川岸議員の御質問にお答えします。

避難所において要配慮者への別の施設であったり部屋であった

りそのような配慮は考えているかというような御質問かと思いま

すが、先ほどの答弁でもありましたように、梅雨前の５月に防災

連絡会というものを開催しております。

その中で自主防災組織の人に避難所の運営訓練というものも行

っていただいております。

その中で実際に様々な人が避難に来る、例えば病気、熱がある

人とかペット連れてこられた人とか、いろいろなケースを想定し

てその自主防災組織の人等が考えながら避難所のどこに配置する

かということを実際行っていただいております。

その中でそういう要配慮者につきましては、実際は広いフロア

に避難していただくことになるのですけど、学校とかの施設は特

別教室とか、そこも避難施設、避難所の一部としていますので、

そういう人については教室とか別の部屋に一時避難してもらう一

般の人と離して、一般の人と違う場所で一時避難してもらうとか

そういうことも考えながら、訓練を行っているところでございま

すが、今のお話のようにそういう人についてはそういう配慮をし

ていくような考えでおります。以上です。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）女性や子供等に対しての配慮はいかがで

しょう。

防 災 監 （ 小 澤 幸 廣 君 ）防災監です。

川岸議員の再度の質問にお答えします。

女性や子供についての配慮ということでございますが、避難所

の備蓄の中では仕切りもございますのでそういった面で個々のプ
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ライバシーというか、そこら辺を確保していくということもござ

います。

役場職員が避難所の運営を行う地区防災班は二人ですので、地

区防災班だけでは運営はできないので、最初は地区防災班と自主

防災組織でやっていただいて、その後自主防災組織に引き継いで

いくというような形で考えておりますけども、一番は避難所に来

る人というのは様々な人がいますので、デリケートな面というも

のもありますので、これは課題の一つですけども、自主防災組織

に女性がいらっしゃいますと、男女共同参画ということでそうい

うことも言われてますので、今後そういうことも女性が入ってい

ただくことで、そういう配慮の面で考えていただく女性目線での

目というのが一つ考えられますので、こういうことも今後自主防

災組織の連絡会で伝えていけたらなと今のところそういう考えで

おります。以上です。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）この能登半島地震のときの経験者のお話

で、やはり女性が自治会に入ってないとか運営に携わってないこ

とで、例えば女性用下着であるとかということが全く生かされず

に倉庫に眠っていたみたいな話を伺ったので、やはり必ず女性目

線の人が入るような配慮は必要だと思います。

ただ、自主防の避難所の運営訓練をされているということで町

内会長、特にうちの大門町内会などは毎年変わりますし、やはり

何の知識もないところでしっかりと運営をする方法、マニュアル

であるとか勉強であるとかというのは必ずしていかなければいけ

ないと思います。

それがやはり共助につながる、先ほどおっしゃってた自助・共

助・公助、つい公助依存をしてしまう意識を持っているのですけ

ど、そこを変えていかなきゃいけないと思っているので、そうい

う地域主導での避難所運営の啓発に意識を持っていっていただけ

たらなと思っております。
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そして共助のところが地域の助け合いなのですが、自助という

ところで先ほどトイレの問題が出ましたけれども、自助というの

は自分で生き延びるために自分で努力して生き延びるための準備

をするということで、こういう啓発のものを、お金のかかる提案

で申し訳ないのですけど、町として配ったらどうかなというもの

を用意いたしました。

先ほどおっしゃってた携帯用トイレ、これは結局、今あるトイ

レが下水が流れなくなったところにトイレの上にゴミ袋のような

ものをかぶせて、用を足してそこに凝固剤を入れて、くるんで捨

てるというものですけれども、これ自体数百円の物ですので、例

えば配るというのも携帯用トイレ自体も知らない人もおられると

思いますし、地震があってやはり備蓄だとか、避難用のバックを

用意したりといういうことも人それぞれ個人によってものすごい

準備してる人もおられれば、全然やってない人とかその辺の差が

あると思いますので、こういう実際の物を手にすることで、そう

いう防災意識が生まれるのではないかと思いました。

もう一つは自治体ワークスという雑誌に載ってたんですけれど

も、井村屋のようかんで「えいようかん」というのですけれども、

５年間保存ができてお茶碗１杯のカロリーがあって水がなくても

食べれるのです。

アレルゲンフリーと書いてますけど、子供も持って食べられる、

またお年寄りも食べられる。被災したときに甘いものがほっとす

るということです。

場所も乾パンみたいに場所もとらなくて、本当に小さいもので

御飯１杯のカロリーが取れるということで、この見本の西宮市で

は防災ネットに誘導する自分たちのパッケージをデザインしても

らって、そのＱＲコードで防災ネットに入ってもらうという目的

で作られているのですが、こういうものも実際配られると５年間

保存が利きますし、数百円のもので実際その物を手にすることで、

危機意識が持てるのではないかと思います。
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もう一つの提案は黄色いハンカチ、これは被災したときに我が

家は安全ですよと自分の家の前につっておくというようなことで

すが、これも一軒一軒配ることで実際自分は何かあったら安全、

もう自分たち家族は大丈夫ですよ、他のところを助けに行ってあ

げてくださいという意味で、自分の家につるすというようなもの

を町で配布したらどうかなと。

トイレ、えいようかん、黄色いハンカチ、今３種類挙げました

けど、やはり実際に町民が手にすることで意識が目覚めると思う

のですがいかがでしょう。

防 災 監 （ 小 澤 幸 廣 君 ）防災監です。

ただいまの川岸議員の御質問にお答えします。

携帯トイレをはじめとしてそのような備蓄食料、また黄色いハ

ンカチ、これは孤立集落等で安否不明者の安否を知らせるような

ものだと思いますけども、そのようなものを町で配布するという

ことはどうかというような御質問でございますが、まず携帯トイ

レにつきましては議員御発言のとおり、災害時個人個人で１回ご

とに処分できるものですので、衛生面でも非常に有効であるとい

うことは先ほどの答弁でも申しましたが、認識をしているところ

でございます。

町で配布するという場合は平等に全世帯に配布する必要がござ

いますので、トイレにつきましては特に配布数も際限がないとい

うことで一人当たり何個必要なのかという問題もございます。

携帯トイレは、下水道整備地域以外の地域につきましては、合

併浄化槽とか単独浄化槽汲み取りとかの処理を行っているという

ことで水道が停止しても井戸水などで水を用意していれば、水を

流して浄化槽に処理できるということもございますので地域によ

ってもこの処理方法も異なるということでございます。

個人に配布する場合ということでございますが、やはり個人消

費というものにつきましては、町の考え方としましては備蓄食料
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や飲料水などと同じ考えで、やはり個人で備蓄していただくとい

う考えでございます。

自主防災組織の補助金につきましても、現在自主防災組織の資

機材に対しては対象になりますが、個人で保管するものというも

のは現在のところ対象外としております。

あくまで自主防災組織のもののみということで、ここの補助金

についても該当にはならないということでございます。

いずれにしましても、携帯トイレ、備蓄食料、また黄色いハン

カチも含めまして個人で御用意いただくものについては、今後も

町として個人での備蓄というものを呼びかけていきたいと思って

おります。以上です。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）ただいま防災監から、個人の備蓄につい

ては個人にお願いしたいという趣旨の答弁でございましたけれど

も、各家庭の必要数を全て町が配布をするというのは、防災監の

答弁にあったようになかなか予算立ても難しいものであります

が、今回の能登半島地震の状況を見てみますと、やはりまずは各

御家庭での飲料水、あるいは食料、非常食の備蓄というものが重

要であるということがよく分かりますので、各御家庭での備蓄を

促す意味で「こういったものがありますよ」という紹介程度の個

数を配布するということについては、当然今お話を伺って、幾ら

ぐらいの価格なのか財政的な財源があるのか等々検討しなければ

ならないところはありますけれども、そういった備蓄を呼びかけ

る啓発品として配布するという方法もあろうかと思いますので、

その点については検討をさせていただきたいと思います。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）防災に関してはやはり個々の意識が違う

と思いますので、そういう意味でも今御紹介したようなものは紹

介するだけでも意味があると思いますので、ぜひ御検討いただけ

たらと思うところであります。
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では最後にもう一点だけ質問させていただきます。

能登の震災でもいろいろな理由で車中泊というか、自分の家が

怖いから車で泊まるとか、またペットを連れてるから車で泊まる

とか、ストレスになるから避難所ではなくて車に泊まるとかとい

うことが結構あったということですけれども、それに加えてここ

で地震が起きるとおそらく津波とかから逃れて、多分山間部に来

られるのではないか、また原発の不安から山間部にこちら側に向

かってこられるのではないのかということを想像して、車中泊の

スペースを確保しなさいということも国から言われてくるとは思

うのですけれども、そういうことは考えておられるでしょうか。

防 災 監 （ 小 澤 幸 廣 君 ）防災監です。

ただいまの川岸議員の御質問にお答えします。

車中泊用のスペースは確保しているかという御質問でございま

すが、各避難所には駐車場もございますが、全部で約5,000人と

想定してますが、どのぐらいの車の数であるとか、そこら辺はち

ょっとスペースを確保してるかといったら、そこはまだ地域防災

計画の中では考えていないところでございます。以上です。

５番議員 （ 川岸和花子 君 ）おそらく車が来て混乱するだろうなとい

うのが想像できるのですけれども、考えていった方がいいのでは

ないかなと思います。

先ほど豊田合成さんが福祉避難所として協力していただける、

また袋井特別支援学校さんが協力していたいただけるという協定

を結んでいるということですが、今30社ほどの協定をされてるか

と思いますが、私が見てるのは前の年度なのでそれ以降で協定を

結んでいる会社が増えているかどうか伺います。

防 災 監 （ 小 澤 幸 廣 君 ）防災監です。

川岸議員の御質問にお答えします。
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各事業所との協定で約30社以上ということで新規の協定を結ん

でいるかということでの御質問だと思いますが、現在30以上の協

定を結んでいるところでございますが、新しいところでいいます

と、災害時における物資供給に関する協定、株式会社ナフコと結

んでいたり、三協フロンティアというような仮設住宅というかそ

ういった事務所みたいな仮設のそういうものを扱っている業者、

また最近では杏林堂と協定を結んでいるといったように現在30以

上、正確な数字は今申し上げられませんが、最低35～36は協定を

結んでいるところでございます。

それ以外に事業者だけではなくて自治体の協定もありまして、

磐田市・袋井市・森町の中遠地域であったり、豊橋市とか三遠南

信地域16市９町14村の協定であったり、北海道森町とも協定を結

んだり、市町村間の相互応援協定というのを結んでいるというこ

とでございます。

いろいろな応援内容となっております。以上でございます。

（ 午後 ４時 ７分 ～ 午後 ４時１５分 休憩 ）

議 長 （ ）休憩前に、引き続き一般質問を行います。

１番、増田恭子君。

質問は、一問一答方式です。

登壇願います。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）１番、増田恭子です。

通告書に従いまして、一問一答方式で質問をさせていただきま

す。

（１）茶業振興について、森町は上級茶の産地として知られ、

古くから続く茶商も多く、和菓子や陶芸等のお茶にまつわる産業

も盛んです。

また、歴史文化の面においても、森町の茶業はなくてはならな

い基幹産業です。

消費者のニーズの変化によりリーフ茶の需要が減り、茶価の下
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落に歯止めがかからないと言われるようになってから何年も経ち

ます。

今年も５月19日の静岡新聞に「県産一茶記録的安値」「生産者

悲鳴「続けられぬ」」の記事が載っていました。

価格低迷だけではなく、高齢化や後継者不足、近年では肥料価

格高騰・燃料費高騰と生産者にとっては大変厳しい局面だと思わ

れます。

「遠州森の茶」「急須でお茶を飲む町づくり」を今後も守り続

けていくために、早急な取組が必要と考えます。

そこで、以下の点について伺います。

①第９次森町総合計画、基本の柱４（１）活力が持続できるま

ちをつくるの中の茶業振興についての進捗状況を伺います。

②生産者減少に歯止めをかけるための具体的な施策は考えてい

るか。

③生産農家に対して町独自の補助事業等はできないか。

④お茶を使った新たな商品開発や茶産地ならではの観光等に取

り組む考えはあるか。以上となります。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）増田議員の「茶業振興について」の御質

問にお答えいたします。

一点目の「第９次森町総合計画基本の柱４（１）活力が持続で

きるまちをつくるの中の茶業振興についての進捗状況は」につき

ましては、議員御案内のとおり、第９次森町総合計画において、

「基本の柱４産業振興～活気あふれる産業のまち、施策の基本方

向（１）活力が持続できるまちをつくる」において、「施策の方

向１）農業の振興」に茶業振興事業を掲げているところでござい

ます。

この茶業振興については、品質の向上や茶園の共同管理の推進、

加工用等ニーズに合った低コスト製造技術の普及、高付加価値化

の推進、輸出に向けた生産体制の確立を図ることとしており、町
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と遠州中央農業協同組合、生産農家、森町茶商組合を中心とした

森町茶業振興協議会において、関係団体が連携し、本町の茶業振

興に取り組んでいるところでございます。

本町の茶業の現状といたしましては、令和２年農林業センサス

の数値でございますが、茶園面積が約202ヘクタール、茶生産農

家130戸となっております。

本年度の一番茶の取引数量につきましては、遠州中央農協森町

茶取引所の取扱数量は83トンとなっております。

また、参考までに、静岡茶市場の５月末時点の状況でございま

すが、県内産一番茶取扱数量は959トンとなっております。

茶生産につきましては、農業用機械や荒茶工場の新設・更新に

ついて、多額の費用がかかることから、議員御案内のとおり、茶

価の低迷が続いている現状においては、設備投資へ費用をかける

ことが厳しい状況でございます。

こうしたことから、茶生産農家を支援するため、国庫補助事業

である産地生産基盤パワーアップ事業を活用した、茶工場の改修、

乗用型の管理機及び生葉運搬コンテナの導入、さらには、三倉、

天方、薄場地区を対象とした県単独事業の中山間地域農業振興整

備事業や森町山村地域茶業振興事業を活用した、乗用型コンテナ

式茶刈機や乗用型複合管理機の導入に対し、補助金を交付するこ

とにより、森町北部の茶業振興を図っているところでございます。

また、県営事業を活用し、農道整備等茶園の基盤整備を図って

いるほか、天方地区におきまして、解散した天方茶農業協同組合

の茶工場を株式会社結いまーるが産地生産基盤パワーアップ事業

を活用し取得し、一宮地区におきまして、解散した一宮茶農業協

同組合の茶工場を株式会社一宮が茶産地構造改革事業を活用し取

得し、それぞれ荒茶の製造を継続するなど、森の茶の生産を持続

化する取組を推進しているところでございます。

二点目の「生産者減少に歯止めをかけるための具体的な施策を

考えているか」について申し上げます。
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茶生産農家の減少の要因につきましては、消費者ニーズの変化

による需要の減少、それに伴う茶価の低迷、近年の原油高騰等に

よる肥料や資材の高騰による生産コストの増大等の影響が考えら

れます。

このような要因は、社会的背景や経済状況の影響を大きく受け

ており、一朝一タに解決できるものではございませんが、「遠州

森乃茶」の更なるブランド向上による茶価の向上や付加価値の高

いお茶の生産による収益の向上、高騰する肥料や資材等経費面で

の支援、高効率な機械の導入補助等様々な角度からの支援を検討

し、「遠州森乃茶」を守り続けていくため、生産者、茶商組合や

遠州中央農業組合等関係団体と連携し、茶生産農家の減少に歯止

めをかけるため、生産活動が維持できる施策を検討してまいりた

いと存じます。

三点目の「生産農家に対して町独自の補助事業等はできないか」

につきましては、繰り返しになりますが、茶生産を続ける茶生産

農家が抱える課題は、消費者ニーズや茶価の低迷や肥料、資材等

の高騰など様々でございます。

こうした多面的な課題を解決するには、様々な角度からの支援

の検討が必要であると考えております。

これまでの基盤整備事業の推進や、設備投資への支援、肥料や

資材高騰に対する支援のほか、例えば、国内需要に応えるための

高付加価値なお茶の製造や若者など新たな需用を開拓するための

商品開発、海外への販路拡大への取組等への支援等、森町茶業振

興協議会の中で生産者の意見や茶商の需要等を聞き取りながら、

生産者に対しての町独自の補助事業を検討してまいりたいと存じ

ます。

四点目の「お茶を使った新たな商品開発や茶産地ならではの観

光等に取り組む考えはあるか」でございますが、近隣市町におい

ては、茶園にテラスを設置し観光客を呼び込む取組やお茶のほか

スイーツ等を取り扱う店舗やカフェの出店などの取組がみられま
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すが、町内の事業者につきましても、東京都で人気のカフェとコ

ラボしたスイーツや抹茶を活用した茶そばといったお茶を活用し

た商品開発、そしてインバウンドをターゲットにした体験型現場

見学ツアーに取り組んでいるところでございます。

また、森町茶業振興協議会では、和菓子に合うお茶としてＰＲ

に取り組んでおり、お茶に合う和菓子と同時にお茶を宣伝するこ

とで、お茶と和菓子が共に売れていくという相乗効果を目的とし

た取組も実施しております。

そして、令和５年度におきましては、ＮＨＫ大河ドラマ「どう

する家康」に関連した観光誘客事業として、森町体験の里アクテ

ィ森において、戦国夢茶会と題したお茶と和菓子を提供するイベ

ントを実施し、森町茶商組合や森町菓子組合と連携し、「戦国夢

茶」や「戦国夢饅頭」といった新商品を開発し、観光誘客にもお

茶を活用して取り組んでおります。

お茶に限らず、和菓子やとうもろこし、治郎柿といった農産物

など特産品を活用しながら、森町への観光誘客につなげる取組を

継続していくとともに、お茶は森町における重要な資源であると

考えておりますので、茶業振興を推進していく面からも継続して

まいりたいと存じます。以上申し上げまして答弁といたします。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）再質問をさせていただきます。

先日、令和６年４月17日に森町茶業者大会が開かれたというこ

とで伺っております。

これに関しては茶業に関わる人たち、参加者大体50人ぐらいと

いうことで聞いておりますけれども、こちらには町長も産業課も

出席をされていると思いますけれども、この講師の静岡県立大学

茶業総合研究センターの中村先生による遠州森の茶、より活性化

するためにはという講演、そういうお話もあったと伺っています。

こちらに関して茶業関係者たちということなので、茶商組合さ

んとか生産農家さんとかになると思いますけれども、どのような
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人が参加をされたのかというところを教えていただきたいと思い

ます。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）産業課長です。

ただいまの増田議員の御質問にお答えをさせていただきます。

茶業者大会の出席につきましては、生産農家、それから茶商組

合が出席ということで、あとは事務局ということで産業課が出席

をしております。

また生産者の関係で遠州中央農協さんも出席をしていただいて

るということでございます。以上でございます。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）こちらスライドの資料ですけれども、茶

業者大会のときの資料ということで、ちょっと産業課さんにお願

いをして、お借りをしました。

見ての通りというか、皆さん御存知のように、生産量が減って

いるというグラフになっております。

ちょっと私気になったのが、このグラフですけれども、これに

よりますと令和15年の予測だと思いますが、生産農家さん23軒と

いうようなグラフになっております。

ここのところに関して多分町長も振興協議会の会長でいらっし

ゃったり、あと担当課さんも実際に話を聞いたと思うのですけれ

ども、そのときのこの先の森町の茶業に関しての推移をどのよう

に受け止めてらっしゃるかというのを再度お聞かせ願えればと思

います。お願いします。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）増田議員の再度の御質問についてお答え

をさせていただきたいと思います。

今示されているとおり、前回の講演の中で先生から、資料の中

で令和15年には23人ぐらいに農家数が減っていってしまうのでは

ないかというようなお話もありました。
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実際に人数を見ていきますと、現在のところですが、認定農業

者が町の中で67人いらっしゃるわけですけども、その中でお茶以

外にも、お茶と水稲とトウモロコシとかというような形の中でお

茶に関わる認定農業者、現在30人が認定農業者として茶の経営を

されてございます。

ただ認定農業者が今30人ということで、今後10年間の中で自分

の経営をこうしていきたいという目標を立てている人が今30人と

いうことでございますので、認定農業者でない人もそれぞれの茶

農協、それから個人でやられてる人もいらっしゃいますので、ち

ょっと正確な実人数はお伝えはできませんけども、状況としては

令和15年にはもう少しお茶に携わる生産農家がまだいるのかなと

いうことは、私個人としては思っているところでございます。

ですので、どのように受け止めているかということでございま

すけども、実際にお話を聞いた中でこういった推移が出てきてお

りますので、できるだけ森町のお茶を守るということで生産農家

に対してどのような今の状況であるとかというところも茶業振興

協議会の中で話を出しながら今検討しているところです。

どうしたらお茶をやめてしまわずに今後も茶業を継続していた

だけるかといったのことについて、どのような方策があるかとい

うことを茶業振興協議会幹事会の中で皆さんに今どうしていった

らいいかということで投げかけをしている状況でございます。以

上です。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）茶業振興協議会の中でということで、今

課長の御答弁がありました。

認定農業者、お茶に関わる人が30人ほどということで、それ以

外には個人でお茶畑を耕作放棄地にしないようにという努力をさ

れてお茶を作ってたりとか、この数字に含まれない人というのも

あるのかなと思います。

今年始まったことではないとは思うのですけれども、茶業に関
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わらずどんどんどんどん第一次産業に従事される人達の件数も減

っていると思いますし、その理由としてやはりその仕事だけでは

なかなか生活がしきれないということで、そういうこともあって

農業に従事されている人の高齢化、また担い手不足とかそういう

ものにつながっていっていると認識しているのですけれども、先

ほどの町長からの答弁でいただきました第９次森町総合計画とい

うところが2025年までの総合計画になっているので、またこれを

新たに策定をする時期に入っているのかなと思います。

私も少しちょっと農家のことというか農業のことに関して詳し

くないものですから、どんなふうに質問をしていけばいいのかと

いうのでちょっと迷うところであるのですけれども、新聞記事と

かを見ていると、どんどん生産農家さんが減っていってしまうん

だなというのはなんとなく読み取れたりとかそういう中で森町は

やはり先ほどの答弁にもありましたように遠州森の茶というのが

基幹産業だと私も認識をしているところです。

森の茶というものが、先ほどの課長が御答弁いただいたこの資

料の数字にあるように、お茶を作ってくれる農家さんがいなくな

ってしまったら森の茶というものはなくなってしまうのではない

かなというそういう危機感を感じておりまして、今もお茶のシー

ズンでそろそろ二番茶が終える頃かなと思いますけれども、遠州

森の茶とか森の新茶とか、そういうのぼり旗を掲げて頑張ってい

るという状況だと思いますが、ちょっと知らないので伺いたいの

が、森の茶というものの定義が何かあるのでしょうか。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）産業課長です。

ただいまの増田議員の再質問にお答えをいたします。

森の茶の定義はあるかということでございますが、定義として

定められているものは特にはございませんけども、茶商さんが販

売するにあたりまして、袋の後ろ側に国内産であるとか県内産と

いうような表示で、どこで作られたものかというものの表示の仕
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方はございますが、どこをもって森の茶という定義かといわれま

すと、そこについて細かいところについては特にございません。

以上です。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）ただいま産業課長から答弁をいたしまし

たが、森の茶について行政として規定を設けているわけではない

ということで、ただし茶商さんにおかれましては、定義を持って

その森の茶のシールを貼るのか貼らないのかというところは、定

義を持っていらっしゃるのかなとこれは推測ですけれども、そこ

は今私も認識をしていないところです。

例えば、遠州森の新茶取引所において、取引されるお茶の生産

場所についても、森の生産農家さんが町外の茶園で生産、収穫を

してそれを町内の荒茶工場で仕上げるといったような形態もある

でしょうし、また当然お茶はシングルモルトではないので、ブレ

ンドをして最終的には仕上げていく、その過程においてどの程度

森町の生産農家あるいは荒茶工場が扱ったお茶が入っているの

か、どの程度他産地のものが入っているのかということについて

は、何かしらの基準があるかと思いますけれども、今お答えでき

る情報は持ち合わせてございません。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）次になりますけれども、隣の掛川市さん

も掛川茶の産地ということで取り組んでいる中で、多分森町とも

同じような形で段々と従事者が高齢化していくとか、あと後継者

がいないとか、そういうことを考えたときに、ちょっと産地掛川

というところの、この先それを続けていくためにはどうしたらい

いかというような取組というのを今年度から初めて掛川茶フェア

トレードという形で策定をしたようです。

今、私が森の茶というものの定義はあるのかとお伺いしました

が、掛川茶の事例になりますけれども、こちらも平成31年３月に

見直しをされたようですで、掛川の場合は掛川茶として販売をす
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るのが掛川市内の荒茶工場で生産される荒茶原料を75パーセント

以上とするものに限るということではっきりとブランド化をして

いこうということで、この取組をされていて、この掛川茶フェア

トレードということにつきましては、新聞にも載ったのですが、

令和６年５月12日の静岡新聞で新茶を茶商組合さんが市に寄贈し

たという記事の後半のところで、茶業版フェアトレードを市が推

進しているということで記事が載っています。

それで茶業版フェアトレードとは生産者と茶商がパートナーシ

ップを結び、適正な価格形成をする仕組み。掛川市によるとフェ

アトレードに取り組んでいるのは、今年度から始めたものですけ

れども、５月７日時点で32生産者と茶商21社の105組がこのフェ

アトレードという取組を今年度からされたということでした。

それで私も掛川にこのことを詳しく聞きに行ってきたのですけ

れども、そのときに掛川市さんはこの件に関して何か補助を入れ

るとか、そういうことでどういう関わり方をしたのかというのを

聞いてみましたけれども、この件に関して市としての補助という

ような形はないと。

ただ茶業関係者が一堂に会して、先ほどおっしゃっていた、多

分振興会というようなものだと思うのですけれども、そこのとこ

ろで、お茶に関わる人たち、生産農家さんもそうですし茶商さん

もそうです、いろいろな人を一つのテーブルで話をする、その前

に掛川は生産者さんにアンケートを取られているようです。

後継者がいるかとか、あとどのぐらいお茶を続けていくつもり

があるかとか、あと経済的なこと、そういうことも生産農家さん

へアンケートをとって、それを要は、このままだと茶産地として

続けていけないのではないかという危機感を茶業関係者の皆さん

で共有をするために、そのアンケートをもとにしてこういう状態

というのを共通理解をした上で、この先も茶産地としていくには

どうしていくかというところで話し合いをされたところで、掛川

の場合は掛川茶フェアトレードという取組につながったと伺って
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きました。

先ほどの答弁でもいただきましたが、森町でもいろいろな使え

る補助金を活用したりとかして、生産者さんの支援とか、また茶

工場の支援とか、そういうことをされていると伺いましたけれど

も、私も新聞記事でしか知らないのですけど、新茶というのは、

一番最初の取引の１日目からどんどん価格は下落をしていく傾向

だと記事とかにも書いてあります。

そうなると、これでは労働の対価としてはというのでお茶を刈

り捨ててしまう農家さんもあったりとかというような話も伺いま

した。

なので今現在やられている町としての支援の取組、もう少し生

産者さんに対しての何か町独自の支援というものを考えていただ

くことができるかどうかを伺います。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）先に私から少しお答えをさせていただき

ますが、この掛川茶フェアトレードの仕組みについては生産農家

と茶商の間で、言ってみれば契約のようなものを結んで掛川市内

の茶商さんが掛川茶を買い支えるというような意味合いだという

ように私は理解をしています。

このお茶の生産取引については古くからの商慣習というものも

ありますので、行政がそこに入っていって調整をするというのは

難しさを感じているところです。

当然需要と供給の関係で、生産者荒茶工場から出品された荒茶

に対して仕上げを担当する茶商さんが値をつけて購入をするとい

う相対のお取引ですので、どうしても需要と供給、その茶商さん

が望む、欲しいと思うお茶があればそれはお茶屋さんが購入する

でしょうし、そうではないお茶であれば、そのお茶屋やさんは購

入しないというそういう商取引になっていると思います。

ではありますが、そういった状況の中でなかなか生産茶農家さ

んが生産したものが経費を賄うのに必要な価格で取引されないと
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なると、これは生産農家さんにとっては生産を維持することが非

常に困難となることですので、一方茶商さんとしても遠州森の茶

として評価をいただいているものですので、当然茶産地としての

必要な生産量、茶産地森の茶の確保したい生産量というものもあ

るでしょうから、そこのところでこれまでも茶業振興協議会とい

う形で行ってきておりますけれども、これだけ茶価が低迷してく

ると１回目の答弁でも申し上げましたように新たな方法も模索し

ていかなければいけない段階にきているということで今年度、茶

業振興協議会の幹事会においてまずはそのこと等々について意見

交換をしてまいりたいというようにお答えをさせていただいてい

るところであります。

本日の会議時間は、森町議会会議規則第９条第１項の規定によ

って、午後５時までとなっておりますが、議事の都合によって延

長したいと思います。

お諮りします。

この採決は起立によって行います。

本日の会議時間を延長することに賛成の方は起立願います。

（ 起 立 全 員 ）

したがって本日の会議時間を延長することは、可決されました。

したがって会議を継続します。

１番、増田恭子君。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）今町長から答弁をいただきまして、多分

町がどのような形でこのことに関与していくかということも難し

いことだと思いますし、掛川はこれを買い支えているというより

も計画生産という形で茶商さんとあらかじめ契約という形で買い

支えているということで、それをすることによって掛川茶という

ものの生産をしてくれる人たちを、これ以上減らすことのないよ

うにということだと思うのですが、経済的な面もそうだと思うの



- 111 -

ですけれども、茶業の担い手不足、後継者不足ということに関し

てですが、例えば移住をしてくる人で山間部とかでお米を作り始

めているというような移住者がいたりとか、森町の中でも若い世

代が農業をやってみようかというような人も出てきていると思い

ます。

お茶に関しましても、どの作物もそうだと思いますけれども、

ただ単にお茶を刈ればいいというだけではなくて、年間通しての

茶園管理の仕方とか、肥料の入れ方、農薬のまき方そういうもの

というのはやはりノウハウというものが、生産者さんの中に蓄積

されているものがあって、それを自分の代だけで終わりにするか

らということで、引き継ぐ相手がいないというのはちょっと残念

なことではないかなと思いまして、例えば町が募集をします地域

おこし協力隊を中山間地域になるのかもしれませんけれども、そ

ちらでお茶の栽培、お茶の生産を手がけていただいたりとか、販

売のための商品開発とかそういうようなことで、ちょっとこれを

やってくれる人に特化して募集をかけるというようなことは考え

られないでしょうか。

定住推進 （ 鈴 木 孝 佳 君 ）定住推進課長です。

課 長 増田議員の御質問にお答えをします。

地域おこし協力隊の中で、茶業振興に取り組んだ人を採用しよ

うということの御質問だと思いますけども、地域おこし協力隊は

それぞれ町で設定したミッションがございまして、今現在は、茶

業振興に取り組むというミッションはございませんけども、今後

一つの検討としてこれから考えていくことは可能であるとは思っ

ております。以上です。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）もし、そういうところをやってみたいと

いう人がいらしてくれたらうれしいなと私も思うので、検討をし

ていただきたいと思います。
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あとは茶園の景観を生かした観光の事業として今も取り組まれ

ていることというのがたくさんあると思います。

茶商組合さんでも、２月のロードレース大会から始まり、今年

は新茶キャンペーンということで４月下旬から５月末まで「新茶

で茶チャＣＨＡ！」という取組で、森のトウモロコシが当たりま

すというようないろいろなそれぞれの工夫をして森のお茶という

もののＰＲ活動とかそういうことに取り組んでいると思います。

私、生まれ育ちが神奈川県相模原市で、東京都町田市まで徒歩

15分というところで生まれ育ちました。

袋井に嫁に来たときに、お茶畑の風景というのがどうしても絵

葉書で見るとかテレビの中で見るとかそういう感じだったもので

すから、お茶畑があるというその風景というのがすごく新鮮で、

10年前、今98歳になります実家のおばあちゃんを森町に連れてき

たときにも急傾斜地のところの茶畑を見たときに、見慣れてると

そんなに素晴らしい景色にはなかなかならないのかもしれないで

すけども、やはり見慣れてない人からしてみると、新茶のときの

萌黄色というか、新茶の柔らかい緑からずっとお茶の色というそ

の景観というものっていうのは他県からしてみると、やはりなか

なかない景色なのではないかなと思います。

先ほど、他市町ではテラスを作ったりとかと町長からも答弁い

ただきましたけれども、これも掛川になりますが、五明というと

ころの茶畑でもう10年以上ずっと続けてですが、月夜の茶摘み会

ということで、満月のとき、星空のもとランタンを掲げて、そこ

で手積みの体験をやるというような取組があるようです。

私これ最初の頃に、何回か参加をさせてもらったものが今も続

いているということですけれども、今年はどうやら70人、その月

夜の茶摘み会というものに参加をされたと伺いました。

お茶を摘むということも、静岡県ならではだったりとかするの

かなと手摘みで自分でお茶を摘むという経験・体験だったりと

か、そういうことというのを今もされてると思いますけれども、
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もうちょっと観光事業と結びつけてと言ったら大げさになっちゃ

うのかもしれませんけれども、森町の茶畑を使った集客の方法と

かというものを何か具体的に考えていっていただけたらいいなと

思っておりますが、多分それは観光協会といろいろな茶商さんと

いろんな人の協力がないとなかなかできないことだと思いますけ

れども、もう少しこの茶畑のある景色だったりとか、森町の自然

豊かなものというのを県内外の人から認識してもらって何度も遊

びに来てもらえるようなそういう仕組みができたらと思うのです

けれども、そのあたりはいかがでしょうか。

産業課長 （ 栗 田 俊 助 君 ）産業課長です。

増田議員の再度の御質問にお答えをさせていただきたいと思い

ます。

観光と絡めて茶畑の風景等々、ハイキングであったり、そうい

ったことだとは思いますけども、以前一度、開催にはならなかっ

たのですけども、天浜線を使って一宮のパイロットまで歩いて帰

ってくるというようなことを考えたこともありましたので、その

時はちょっとうまくいかなかったですけども、そういった提案を

された人もありましたので、またそういった他所からお見えいた

だく、森町の実際に作っている茶畑を見ていただくということも

大変重要かなとは思っておりますので、また今後検討していけれ

ばなと思います。以上です。

１番議員 （ 増 田 恭 子 君 ）最後の質問になると思いますが、藤江勝

太郎さんの功績というものを森町でも大変大事にこの先もしてい

くということです。

皆さん御存知のように、藤江勝太郎さんと言うとウーロン茶製

造というところになると思うのですけれども、例えば新たな製品

として、藤江勝太郎ブランドのウーロン茶は聞くところによると

製造の過程が難しいけれども、ウーロン紅茶だったらというよう
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なことをお茶を作ってる人から伺ったことがあります。

そういう形で一つ一ついろいろなものを活用しながら、森町に

今現在あるそういう資源というか、そういうものをコラボさせて

活用しながら、ブランド化をしていくというようなことも、そう

いう取組も大事なのではないかと思います。

もう一点ですが、先ほどの森の茶というものの定義というもの

は茶商さんの側ではもしかしたらあるというような、産地表示も

もちろんしなきゃいけないと思いますので、ただそのこと、遠州

森の茶というとこういうものというようなものを行政も町民も、

森で作られたお茶だよというようなもう一度ブランド化の再構築

というものも考えていただけたらなと思うのですけれども、その

辺りのことを最後にお伺いします。

町 長 （ 太 田 康 雄 君 ）今森町にある地域資源、様々なものを活

用してお茶の振興につなげていったらいいのではという御提案で

ございます。

中でも藤江勝太郎氏の功績に関連してウーロン茶というお話で

ございます。

私もこの森町産ウーロン茶というものについて取り組んでみた

いとこういう思いを思っております。

しかしこれも生産農家さんとそれからそれを仕上げる茶商さん

との合意形成がないとなかなか難しいと思っておりますので、そ

の点については、現在、今年度新たな海外市場の開拓というとこ

ろを重点に茶業振興協議会としても計画をしておりますので、ま

ずはそちらの動きになろうかと思いますけれども、ウーロン茶に

ついても全面的にウーロン茶の生産に切り替えるということは適

切ではないと思いますので、要は茶農家にとって収益向上につな

がるような取組に対して、ウーロン茶を活用できないかというと

ころで検討をしていきたいと思っております。

それから森の茶のブランドの再構築ということでございますけ
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ども、こちらも森の茶のブランドというのは、高級茶としてのブ

ランドであると考えております。

ただ高級茶の市場自体が非常に縮小している中で、高級茶の生

産することも求めていかなければいけないし、それだけではなか

なか茶農家の収益アップにはつながらないと思いますので、高級

茶としての森の茶の生産、そして茶農家の収益アップを図るため

には、二茶、三茶、秋冬番といったところの低価格帯の茶の活用

について検討しなければいけないと感じているところであります

けれども、いずれにいたしましても茶業振興協議会という組織が

ございますので、その中で行政、ＪＡ、生産者、茶商の皆さんと

意見交換をしながら、同じ方向を向いて取り組んでまいりたいと

思っているところでございます。

本日の一般質問は、これまでにとどめ、延会することとし、６

月26日午前９時30分、本会議を開き、引き続き一般質問を行いま

す。

一般質問終了後、条例、補正予算、一般議案に対する討論採決

等を行いたいと思います。

御異議ありませんか。

（ 「異議なし」と言う者多数 ）

したがって本日はこれで延会することに決定しました。

本日は、これで延会します。

（ 午後 ５時 ８分 延会 ）


